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１． アンケート調査の概要 

（１） 目的 

「経営発達支援計画」に基づき、「伴走型小規模事業者支援推進事業」の一環として実施もの

で、菊池市地域の経済動向を調査し、今後の業種別構造や観光産業連関を的確に把握するこ

とで、波及効果や将来予測に活用する。 

また、アンケート調査の情報・データを事業者への指導・助言に活用することを目的に実施

した。 

 

（２） 対象者 

会員事業者 1,079 事業者 

 

 

 

（３） 回収率 

建設業 製造業 卸売業 小売業
宿泊・サービ

ス業
サービス業 その他 合計

アンケート数 204 144 47 294 120 173 97 1,079

回収 60 44 23 86 42 69 45 369

回収率 29.4% 30.6% 48.9% 29.3% 35.0% 39.9% 46.4% 34.2%

上記が、アンケート調査及び回収(率)である。 

全体の回収率は、34.2％である。また、業種別では、卸売業が 48.9％と最も高く、小売業、

建設業が 30％を下回った。 

 

（４） 用語説明 

アンケート回答者の全体を分析する中で、DI値を使用している。DI 値とは、「良い/悪い」「好

転/悪化」といった定性的な指標を数値化して、単一の値に集約する加工統計手法である。 

この方法によって得られた数値を DI という。 

なお、今回の報告書で使用した DIは下記の通りである。 

 売上高 DI＝増加割合－減少割合 

 販売単価 DI＝増加割合－減少割合 

 仕入 DI＝増加割合－減少割合 

 仕入単価 DI＝増加割合－減少割合 

 営業利益 DI＝好転割合－悪化割合 

 業況 DI＝好転割合－悪化割合 

 見通 DI＝好転割合－悪化割合 
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２． アンケート回答者状況（全体） 

（１）業種別 

業種別 回答数 割合

建設業 60 16.3%

製造業 44 11.9%

卸売業 23 6.2%

小売業 86 23.3%

宿泊・サービス業 42 11.4%

サービス業 69 18.7%

その他 45 12.2%

合計 369 100.0%  

 

（２）法人・個人別 

法人個人 回答数 割合

法人（10百万円未満） 136 37.3%

法人（10百万円～30百万円未満） 31 8.5%

法人（30百万円以上） 38 10.4%

個人 160 43.8%

合計 365 100.0%  
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アンケートの回答総数は 369 名で、業種別

割合を見ると、小売業が最も多く 23.3％、

最も少ないのが卸売業の 6.2％であり、業

種別の均衡はとれていると思われる。 

法人、個人別を見ると、法人が 56.2％、個人が 43.8％となっており、法人と個人の割合はほ

ぼ同数である。また、法人では、資本金 10 百万円未満が 37.3％、10 百万円～30 百万円の 8.5％、

30 百万円以上が 10.4％となっている。個人と 10 百万円未満の小規模事業者が 81.1％となっ

ており、小規模事業者中心となっている。 
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（３）代表者の年齢 

代表者年齢 回答数 割合

60歳未満 188 51.5%

60歳～69歳 121 33.2%

70歳以上 56 15.3%

合計 365 100.0%  

 

 

 

 

 

 

（４）売上高 

売上高 回答数 割合

増加 84 23.4%

不変 109 30.4%

減少 166 46.2%

合計 359 100.0%  
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代表者の年齢については、60 歳未満が 52％、60 歳～69 歳が 33.2％、70 歳以上が 15.3％とな

っており、約半数の事業者が潜在的に事業承継の課題を抱えていると考えられる。 

売上高を見ると、減少と答えた割合が 46.2％と最も多くなっている。一方、増加したと回答し

た割合は 23.4％と全体の 4 分の 1 にとどまっている。 
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建設業 製造業 卸売業 小売業
宿泊・サー

ビス業
サービス業

増加割合 21.1% 20.9% 27.3% 18.8% 24.4% 20.9%

減少割合 47.4% 39.5% 40.9% 65.9% 43.9% 38.8%

売上高DI -26.3% -18.6% -13.6% -47.1% -19.5% -17.9%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（５）販売単価 

販売単価 回答数 割合

増加 68 19.6%

不変 171 49.3%

減少 108 31.1%

合計 347 100.0%  
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上記が、業種別の売上高動向と売上高 DI（増加割合から減少割合を引いた数値）である。増

加割合が最も高いのが、卸売業の 27.3％、低いのが小売業の 18.8％となっている。一方、減少割合

を見ると、小売業の 65.9％が最も高く、サービス業の 38.8％が最も低くなっている。売上 DI は全

ての業種でマイナスであり、減少と答えた割合が高くなっている。また、DI 値では、卸売業が▲13.6％

と最も高く、小売業が▲47.1％と低くなっている。以上から考慮すると、売上高については、小売業

が最も厳しく、次に建設業となっている。 
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建設業 製造業 卸売業 小売業
宿泊・サー

ビス業
サービス業

増加割合 14.8% 18.9% 22.7% 22.6% 14.6% 17.9%

減少割合 27.8% 27.8% 31.8% 53.6% 22.0% 23.9%

販売単価DI -13.0% -8.9% -9.1% -31.0% -7.4% -6.0%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

-13.0%
-8.9%

-9.1%

-31.0%

-7.3%
-6.0%

-40.0%

-30.0%

-20.0%

-10.0%

0.0%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

販売単価DI

増加割合 減少割合 販売単価DI

販売単価を見ると、「不変」と答えた割合が 49.3％と最も多くなっている。また、「減少」と

答えた割合は 31.1％、一方「増加」したと回答した割合は 19.6％となっている。売上高では、

減少割合が 46.2％と最も高い割合を示している中で、単価の減少割合が 31.1％であり、売上

高の減少については客数の減少も大きな要因となっていると考えられる。 

上記が、業種別の販売単価と DI 値である。 

販売単価が増加した回答した割合が高かったのが、「卸売業」「小売業」、一方減少したと回

答した割合が高かったのが、「小売業」「卸売業」であり、「小売業」「卸売業」では企業間の

格差が生じていると考えられる。DI 値については、「小売業」の▲31.0％が他の業種と比べ

て極めて低くなっており、「小売業」では価格競争が厳しくなっていると考えられる。 
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（６）販売エリア 

販売先地域 回答数 割合

菊池市内 237 65.5%

熊本県内 89 24.6%

熊本県外 36 9.9%

合計 362 100.0%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）仕入金額 

仕入金額 回答数 割合

低下 80 23.5%

不変 157 46.2%

上昇 103 30.3%

合計 340 100.0%  

 

 

 

 

 

菊池市内

65%熊本県内

25%

熊本県外

10%

販売先地域

低下

24%

不変

46%

上昇

30%

仕入金額

アンケートに回答していただいた事業者の販売エリアを見ると、「菊池市内」と答えた割合が

65.5％と最も多くなっている。また、「熊本県内」と答えた割合は 24.6％、「熊本県外」と回

答した割合は 9.9％にとどまっている。 

ほとんどの事業者は地域に密着した事業形態が中心であるが、1 割の事業者は県外をエリアと

する等、積極的な事業展開に取り組んでいる。 

仕入金額を見ると、「不変」と答えた割合が 46.2％と最も多くなっている。また、「上昇」と

答えた割合は 30.3％、一方「減少」したと回答した割合は 23.5％となっている。なお、売上

高が増加したと回答した事業者が 23.4％の中で、仕入金額が上昇した割合が高まっており、

収益の面での影響が懸念される。 
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建設業 製造業 卸売業 小売業
宿泊・サー

ビス業
サービス業

増加割合 30.5% 36.6% 31.8% 22.6% 55.3% 27.0%

減少割合 15.3% 12.2% 31.8% 50.0% 10.5% 11.1%

仕入金額DI 15.2% 24.4% 0.0% -27.4% 44.8% 15.9%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）仕入単価 

仕入金額 回答数 割合

低下 80 23.5%

不変 157 46.2%

上昇 103 30.3%

合計 340 100.0%  
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上昇

40%

不変

50%

下落

10%

仕入単価

上記が、業種別の仕入金額動向と DI 値である。仕入金額が増加した回答した割合が高かっ

たのが、「宿泊・サービス業」「製造業」、一方減少したと回答した割合が高かったのが、「小

売業」「卸売業」である。増加割合から減少割合を控除した DI 値については、「小売業」が

▲27.4％と最も低くなっている。一方、「宿泊・サービス業」では 44.8％「製造業」では 24.4％

と業種間での違いが大きくなっている。以上から、小売業では、仕入金額が減少しているが、

宿泊・サービス業、製造業では仕入金額が高くなっていると感じていることになる。 
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建設業 製造業 卸売業 小売業
宿泊・サー

ビス業
サービス業

増加割合 41.1% 39.0% 47.8% 40.7% 60.0% 36.1%

減少割合 0.0% 4.9% 13.0% 21.0% 2.9% 9.8%

仕入単価DI 41.1% 34.1% 34.8% 19.7% 57.1% 26.3%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（９）仕入先 

仕入先 回答数 割合

菊池市内 103 29.9%

熊本県内 188 54.7%

熊本県外 53 15.4%

合計 344 100.0%  
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34.1% 34.8%

19.8%

57.1%

26.2%

0.0%
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20.0%
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50.0%
60.0%
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仕入単価DI

増加割合 減少割合 仕入単価DI

仕入単価を見ると、「不変」と答えた割合が 49.5％と最も多くなっている。また、「上昇」

と答えた割合は 40.4％、一方「減少」したと回答した割合は 10.0％となっている。販売単

価と比較すると、「不変」が 49.3％、「上昇」が 19.6％、「減少」が 31.3％であり、「不変」

では大差はないが、仕入単価が上昇したと回答した割合が「49.4％」に対し、販売単価が

上昇したと回答した割合は「19.6％」と大きなかい離が生じている。 

上記が、業種別の仕入単価動向と DI 値である。仕入単価が増加したと回答した割合が高か

ったのが、「宿泊・サービス業」「卸売業」、一方減少したと回答した割合が高かったのが、「小

売業」「卸売業」である。増加割合から減少割合を控除した DI 値については、全ての業種で

プラスであり、仕入単価については増加傾向と言える。特に、DI 値が高かったのが、「宿泊・

サービス業」の 57.1％、「建設業」の 41.1％となっており、「宿泊・サービス業」「建設業」

で仕入単価が上昇したと認識している事業者が多い。一方、「小売業」については、仕入単価

の上昇に対するに対する意識が低くなっている。 
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（１０）採算状況（営業利益） 

採算（営業利益） 回答数 割合

好転 59 16.5%

不変 156 43.7%

悪化 142 39.8%

合計 357 100.0%  
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仕入先

好転
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不変

44%

悪化

40%

採算状況（営業利益）

仕入先を見ると、「熊本県内」と回答した割合が 54.7％と最も多く、次いで「菊池市内」

29.9％、「熊本県外」15.4％となっている。販売先については、「菊池市内」が 65.6％、「熊

本市内」24.6％と菊池市内が最も高い割合を示していたが、仕入先については県内、県外

と拡大している。要因としては、他者との差別化、価格面等を考慮しながら仕入先を確保

していることがうかがわれる。 

採算状況（営業利益）を見ると、「不変」と回答した割合が 43.7％と最も多く、次いで「悪

化」39.8％、「好転」16.5％となっている。「不変」「悪化」が各々4 割程度に対し、「好転」

は 16.5％と「不変」「悪化」に比べ、極端に低くなっており、採算状況については、厳し

いと判断している。 
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建設業 製造業 卸売業 小売業
宿泊・サー

ビス業
サービス業

好転割合 13.8% 18.6% 22.7% 11.9% 12.2% 16.2%

悪化割合 34.5% 34.9% 31.8% 59.5% 59.5% 35.3%

仕入単価DI -20.7% -16.3% -9.1% -47.6% -47.3% -19.1%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１１）従業員数 

従業員数 回答数 割合

過剰 9 2.6%

適正 248 71.3%

不足 91 26.1%

合計 348 100.0%  
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上記が、業種別の営業利益動向と DI 値である。営業単価が好転したと回答した割合が高か

ったのが、「卸売業」「サービス業」、一方悪化したと回答した割合が高かったのが、「小売業」

「宿泊・サービス業」である。特に、「小売業」「宿泊・サービス業」については、他に業種

に比べ、「悪化割合」極めて高くなっている。好転割合から悪化割合を控除した DI 値につい

ては、全ての業種でマイナスであり、採算状況として悪くなっている。特に、DI 値が低か

ったが、「小売業」の▲47.6％、「宿泊・サービス業」の▲47.6％であり、両業種については

他の業種に比べ、採算状況は悪いと言える。一方、「卸売業」については、「好転」割合が高

く、採算状況について改善している事業者が多くみられる。 
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建設業 製造業 卸売業 小売業
宿泊・サー

ビス業
サービス業

過剰割合 1.7% 0.0% 4.8% 3.9% 2.4% 4.7%

不足割合 30.0% 26.2% 33.3% 19.5% 33.3% 21.4%

従業員DI -28.3% -26.2% -28.5% -15.6% -30.9% -16.7%  

 

 

 

 

 

 

 

 

（１２）業況 

業況 回答数 割合

好転 62 17.2%

不変 181 50.3%

悪化 117 32.5%

合計 360 100.0%  

 

 

 

 

 

 

 

建設業 製造業 卸売業 小売業
宿泊・サー

ビス業
サービス業

好転割合 15.5% 20.9% 26.1% 15.3% 10.0% 14.9%

悪化割合 20.7% 25.6% 30.4% 57.6% 42.5% 22.4%

業況DI -5.2% -4.7% -4.3% -42.3% -32.5% -7.5%  

好転

17%

不変

50%

悪化

33%

業況

従業員数を見ると、「適正」と回答した割合が 71.3％と最も多く、次いで「不足」26.1％、

「過剰」2.6％となっている。大半の事業者では、適正と判断している。一方、4 分の 1 の

事業者では「不足」と認識している。 

上記が、業種別の従業員数の動向と DI 値である。従業員数が「過剰」したと回答した割合が

高かったのが、「卸売業」、一方「不足」したと回答した割合が高かったのが、「卸売業」「宿

泊・サービス業」である。過剰割合から不足割合を控除した DI 値については、全ての業種で

マイナスであり、従業員についての過剰感は低い。特に、DI 値が低かったが、「宿泊・サー

ビス業」の▲30.9％となっており、「宿泊・サービス業」での不足感が大きい。 

業況を見ると、「不変」と回答した割合が 50.3％と最も多く、次いで「悪化」32.5％、「好

転」17.2％となっており、営業利益とほぼ同じ割合となっている。「好転」が 17.2％と「不

変」「悪化」に比べ、極端に低くなっており、業況について、厳しいと判断している。 
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（１３）来期の見通し 

来季の見通し 回答数 割合

好転 68 19.3%

不変 162 45.9%

悪化 123 34.8%

合計 353 100.0%  
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上記が、業種別の業況と DI 値である。業況が「好転」した回答した割合が高かったのは、

「卸売業」「製造業」、一方「悪化」したと回答した割合が高かったのが、「小売業」「宿泊・

サービス業」である。特に、「小売業」「宿泊・サービス業」については、他に業種に比べ、

「悪化割合」極めて高くなっている。好転割合から悪化割合を控除した DI 値については、

全ての業種でマイナスであり、業況として悪くなっている。特に、DI 値が低かったが、「小

売業」の▲42.3％、「宿泊・サービス業」の▲32.5％であり、両業種については他の業種に

比べ、業況は悪い。一方、「卸売業」については、「好転」割合が高く、「建設業」では「悪

化」の割合が低くなっており、「製造業」では「好転」「悪化」の割合が均衡している。 
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建設業 製造業 卸売業 小売業
宿泊・サー

ビス業
サービス業

好転割合 7.1% 26.2% 39.1% 18.8% 12.8% 19.7%

悪化割合 39.3% 28.6% 26.1% 49.4% 30.8% 27.3%

来季見通DI -32.2% -2.4% 13.0% -30.6% -18.0% -7.6%  
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来期の見通しを見ると、「不変」と回答した割合が 45.9％と最も多く、次いで「悪化」34.8％、

「好転」19.3％となっており、現の業況とほぼ同じ割合となっており、来期についても現

状と大きな違いはないと判断している。 

上記が、業種別の来期見通しと DI 値である。見通しが「好転」する回答した割合が高か

ったのは、「卸売業」「製造業」、一方「悪化」する回答した割合が高かったのが、「小売業」

「建設業」である。特に、「小売業」については、他に業種に比べ、「悪化割合」極めて高

くなっている。また、「建設業」については、現状に対し「好転」の割合が低下するととも

に「悪化」割合が高くなっており、来期について厳しい判断をしている。 

好転割合から悪化割合を控除した DI 値については、「卸売業」を除きマイナスであり、来

期についても厳しいと判断している。特に、DI 値が低かったが、「建設業」▲32.2％、「小

売業」の▲30.6％となっている。前述のとおり、「建設業」については悪化する見通しであ

り、「小売業」は引き続き厳しい判断となっている。 

一方、「宿泊・サービス業」については、業況の▲32.5％に対し、来期見通しは▲18.0％と

マイナス幅は小さくなっており、来期については業況が改善すると判断している。 
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３． アンケート回答者状況（業種別） 

（１） 建設業 

① 法人・個人別 

≪建設業≫

法人個人 回答数 割合

法人（10百万円未満） 26 43.3%

法人（10百万円～30百万円未満） 8 13.3%

法人（30百万円以上） 7 11.7%

個人 19 31.7%

合計 60 100.0%  
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12%
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32%

法人個人別（建設業）

法人、個人別を見ると、法人が 68.3％、個人が 31.7％となっている。 

また、法人では、資本金 10 百万円未満が 43.3％、10 百万円～30 百万円 13.3％、30 百万円

以上が 11.7％となっている。 

個人と 10 百万円未満の小規模事業者が 75.0％となっており、小規模事業者の中心の回答と

言える。 
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② 代表者の年齢 

代表者年齢 回答数 割合

60歳未満 32 53.3%

60歳～69歳 21 35.0%

70歳以上 7 11.7%

合計 60 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

代表者年齢 回答数 割合 代表者年齢 回答数 割合

60歳未満 20 48.8% 60歳未満 12 63.2%

60歳～69歳 16 39.0% 60歳～69歳 5 26.3%

70歳以上 5 12.2% 70歳以上 2 10.5%

合計 41 100.0% 合計 19 100.0%

≪建設業≫
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上記が建設業全体、及び法人、個人別の代表者の年齢を示している。 

建設業全体としては、「60 歳未満」と回答した割合が「53.3％」と最も多く、次いで「60

歳～69 歳」35.0％、「70 歳以上」11.7％となっている。 

法人では、「60 歳未満」と回答した割合が 43.8％と最も多く、次いで「60 歳～69 歳」39.0％、

「70 歳以上」12.2％となっている。個人では、「60 歳未満」と回答した割合が 63.2％と最

も多く、「60 歳～69 歳」26.3％、「70 歳以上」10.5％となっている。 

以上を見ると、法人企業で代表者の高齢化が進んでいると考えられる。また、法人で約 5

割、個人で約 4 割の後継者対策が必要になっている。 
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③ 売上高 

≪建設業全体≫

売上高 回答数 割合

増加 12 21.1%

不変 18 31.6%

減少 27 47.4%

合計 57 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

増加 7 17.9% 増加 5 27.8%

不変 10 25.6% 不変 8 44.4%

減少 22 56.4% 減少 5 27.8%

合計 39 100.0% 合計 18 100.0%
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上記が建設業全体、及び法人、個人別の売上高を示している。 

建設業全体としては、「減少」と回答した割合が「47.4％」と最も多く、次いで「不変」31.6％、

「増加」21.1％となっている。 

法人では、「減少」と回答した割合が 56.4％と最も多く、次いで「不変」25.6％、「増加」17.9％

となっている。個人では、「不変」と回答した割合が 44.4％と最も多く、「増加」「減少」27.8％

となっている。 

以上を見ると、法人企業で売上高状況は厳しく、個人事業者では安定していると言える。 
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④ 販売単価 

≪建設業全体≫

販売単価 回答数 割合

増加 8 14.8%

不変 31 57.4%

減少 15 27.8%

合計 54 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

増加 4 11.1% 増加 4 22.2%

不変 19 52.8% 不変 12 66.7%

減少 13 36.1% 減少 2 11.1%

合計 36 100.0% 合計 18 100.0%
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上記が建設業全体、及び法人、個人別の販売単価を示している。 

建設業全体としては、「不変」と回答した割合が「57.4％」と最も多く、次いで「減少」27.8％、

「増加」14.8％となっている。 

法人では、「不変」と回答した割合が 52.8％と最も多く、次いで「減少」36.1％、「増加」

11.1％となっている。個人では、「不変」と回答した割合が 66.7％と最も多く、「増加」22.2％、

「減少」11.1％となっている。 

以上を見ると、法人企業で売上高状況は厳しく、個人では安定していると言える。特に、

減少については「法人」が 36.1％に対し、「個人事業者」では 11.1％と大きなかい離が生じ

ており、法人企業での競合関係の厳しさがうかがわれる。 
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⑤ 販売先 

≪建設業全体≫

販売先 回答数 割合

菊池市内 31 51.7%

熊本県内 27 45.0%

熊本県外 2 3.3%

合計 60 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

菊池市内 20 48.8% 菊池市内 11 57.9%

熊本県内 19 46.3% 熊本県内 8 42.1%

熊本県外 2 4.9% 熊本県外 0 0.0%

合計 41 100.0% 合計 19 100.0%
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上記が建設業全体、及び法人、個人別の販売先エリアを示している。 

建設業全体としては、「菊池市内」と回答した割合が「51.7％」と最も多く、次いで「熊本

県内」45.0％、「熊本県外」3.3％となっている。 

法人では、「菊池市内」と回答した割合が 46.3％と最も多く、ほぼ同数で「熊本県内」46.3％、

次いで「熊本県外」4.9％となっている。個人では、「菊池市内」と回答した割合が 57.9％

と最も多く、「熊本県内」42.1％となっており、「熊本県外」の回答はゼロであった。 

以上を見ると、法人企業では菊池以内、熊本県内が中心であり、個人では菊池市内が中心

となっていると言える。つまり、「個人」においては地元志向が強く、「法人」では対象市

場が広くなっている。その結果、販売単価で示されたとおり、法人における価格等の競争

環境の厳しさに表れていると考えられる。 
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⑥ 仕入金額 

≪建設業全体≫

仕入高 回答数 割合

低下 9 15.3%

不変 32 54.2%

上昇 18 30.5%

合計 59 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入高 回答数 割合 仕入高 回答数 割合

低下 7 17.1% 低下 2 11.1%

不変 21 51.2% 不変 11 61.1%

上昇 13 31.7% 上昇 5 27.8%

合計 41 100.0% 合計 18 100.0%
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上記が建設業全体、及び法人、個人別の仕入金額の動向を示している。 

建設業全体としては、「不変」と回答した割合が「54.2％」と最も多く、次いで「上昇」30.5％、

「低下」15.3％となっている。 

法人では、「不変」と回答した割合が 51.2％と最も多く、次いで「上昇」31.7％、「低下」

17.1％となっている。個人では、「不変」と回答した割合が 61.1％と最も多く、「上昇」27.8％

となっており、「低下」11.1％であった。 

以上を見ると、「法人」「個人」に大きな差はないが、「法人」は「個人」に比べ、「不変」が

少なく、「上昇」が高い割合となっている。したがって、「法人」は「個人」に比べ、仕入金

額の上昇感が強くなっている。 
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⑦ 仕入単価 

≪建設業全体≫

仕入単価 回答数 割合

上昇 23 41.1%

不変 33 58.9%

下落 0 0.0%

合計 56 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入単価 回答数 割合 仕入単価 回答数 割合

上昇 16 41.0% 上昇 7 41.2%

不変 23 59.0% 不変 10 58.8%

下落 0 0.0% 下落 0 0.0%

合計 39 100.0% 合計 17 100.0%
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上記が建設業全体、及び法人、個人別の仕入単価の動向を示している。 

建設業全体としては、「不変」と回答した割合が「58.9％」と最も多く、次いで「上昇」41.1％、

「下落」の回答はなかった。 

法人では、「不変」と回答した割合が 59.0％と最も多く、次いで「上昇」41.0％となってい

る。個人も同様に、「不変」と回答した割合が 58.8％と最も多く、次いで「上昇」41.2％と

なっている。 

以上を見ると、「法人」「個人」に大きな差はない。特に、「法人」では販売単価について、

「下落」と回答した割合が 36.1％を占める中で、仕入単価については 59.0％が「上昇」と

回答しており、採算面での厳しい状況であると言える。 
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⑧ 仕入先 

≪建設業全体≫

仕入先 回答数 割合

菊池市内 20 34.5%

熊本県内 38 65.5%

熊本県外 0 0.0%

合計 58 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入先 回答数 割合 仕入先 回答数 割合

菊池市内 14 35.0% 菊池市内 6 33.3%

熊本県内 26 65.0% 熊本県内 12 66.7%

熊本県外 0 0.0% 熊本県外 0 0.0%

合計 40 100.0% 合計 18 100.0%
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上記が建設業全体、及び法人、個人別の仕入先示している。 

建設業全体としては、「熊本県内」と回答した割合が「65.5％」と最も多く、次いで「菊池

内」34.5％、「熊本県外」の回答はなかった。 

法人では、「熊本県内」と回答した割合が 65.0％と最も多く、次いで「菊池市内」35.0％と

なっている。個人も同様に、「熊本県内」と回答した割合が 66.7％と最も多く、次いで「菊

池市内」33.3％となっている。 

以上を見ると、「法人」「個人」に大きな差はなく、仕入先に関しては「法人」「個人」によ

る違いはない。 
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⑨ 採算状況（営業利益） 

≪建設業全体≫

採算（営業利益） 回答数 割合

好転 8 13.8%

不変 30 51.7%

悪化 20 34.5%

合計 58 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

採算（営業利益） 回答数 割合 採算（営業利益） 回答数 割合

好転 6 15.0% 好転 2 11.1%

不変 18 45.0% 不変 12 66.7%

悪化 16 40.0% 悪化 4 22.2%

合計 40 100.0% 合計 18 100.0%
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上記が建設業全体、及び法人、個人別の営業利益の動向を示している。 

建設業全体としては、「不変」と回答した割合が「51.7％」と最も多く、次いで「悪化」34.5％、

「好転」13.8％であった。 

法人では、「不変」と回答した割合が 45.0％と最も多く、次いで「悪化」40.0％、「好転」

15.0％となっている。一方、個人は、「不変」と回答した割合が 66.6％と最も多く、次いで

「悪化」22.2％、「好転」11.1％となっている。 

以上を見ると、「法人」は「個人」に比べ、「悪化」の割合が高くなっており、採算状況は

厳しくなっている。また、「好転」の割合も個人に比べて高くなっており、企業の格差が拡

大しているとも考えられる。一方、「個人」は「不変」の割合が高く、採算状況は安定して

いると考えられる。 
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⑩ 従業員数 

≪建設業全体≫

従業員 回答数 割合

過剰 1 1.7%

適正 41 68.3%

不足 18 30.0%

合計 60 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

従業員 回答数 割合 従業員 回答数 割合

過剰 1 2.4% 過剰 0 0.0%

適正 25 61.0% 適正 16 84.2%

不足 15 36.6% 不足 3 15.8%

合計 41 100.0% 合計 19 100.0%
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上記が建設業全体、及び法人、個人別の従業員数を示している。 

建設業全体としては、「適正」と回答した割合が「61.0％」と最も多く、次いで「不足」30.0％、

「過剰」1.7％であった。 

法人では、「適正」と回答した割合が 61.0％と最も多く、次いで「不足」36.6％、「過剰」

2.4％となっている。一方、個人は、「適正」と回答した割合が 84.2％と最も多く、次いで

「不足」15.8％となっており、個人では「過剰」の回答はなかった。 

以上を見ると、従業員に関して「法人」「個人」ともに、ほぼ適正と判断している。 

なお、「法人」では、「不足」と回答した割合が高くなっており、法人においては一部不足

感が見らえる。 
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⑪ 業況 

≪建設業全体≫

業況 回答数 割合

好転 9 15.5%

不変 37 63.8%

悪化 12 20.7%

合計 58 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

業況 回答数 割合 業況 回答数 割合

好転 6 14.6% 好転 3 17.6%

不変 25 61.0% 不変 12 70.6%

悪化 10 24.4% 悪化 2 11.8%

合計 41 100.0% 合計 17 100.0%
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上記が建設業全体、及び法人、個人別の業況を示している。 

建設業全体としては、「不変」と回答した割合が「63.8％」と最も多く、次いで「悪化」20.7％、

「好転」15.5％であった。 

法人では、「不変」と回答した割合が 61.0％と最も多く、次いで「悪化」24.4％、「好転」

14.6％となっている。 

一方、個人は、「不変」と回答した割合が 70.6％と最も多く、次いで「好転」17.6％、「悪

化」11.8％となっている。 

以上を見ると、「法人」は「個人」に比べ、「悪化」の割合が高くなっており、業況につい

ては厳しいと判断している。一方、「個人」は「法人」に比べ、「好転」の割合が高く、ま

た「悪化」の割合が低くなっている等、法人に比べ業況は明るいと判断している。 
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⑫ 来期の見通し 

≪建設業全体≫

見通し 回答数 割合

好転 4 7.1%

不変 30 53.6%

悪化 22 39.3%

合計 56 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

見通し 回答数 割合 見通し 回答数 割合

好転 3 7.5% 好転 1 6.3%

不変 20 50.0% 不変 10 62.5%

悪化 17 42.5% 悪化 5 31.3%

合計 40 100.0% 合計 16 100.0%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

全体 法人 個人

7.1% 7.5% 6.3%

53.6%
50.0%

62.5%

39.3% 42.5%

31.3%

見通し（建設業）

好転 不変 悪化

上記が建設業全体、及び法人、個人別の来期の見通し示している。 

建設業全体としては、「不変」と回答した割合が「53.6％」と最も多く、次いで「悪化」39.3％、

「好転」7.1％であった。 

法人では、「不変」と回答した割合が 50.0％と最も多く、次いで「悪化」42.5％、「好転」

7.5％となっている。 

一方、個人は、「不変」と回答した割合が 62.5％と最も多く、次いで「悪化」31.3％、「好

転」6.3％となっている。 

以上を見ると、「法人」は「個人」に比べ、「悪化」の割合が高くなっており、来期の見通

しについては厳しいと判断している。一方、「個人」は「法人」に比べ、「不変」の割合が

高く、また「悪化」の割合が低くなっている等、法人に比べ見通しは明るいと判断してい

る。 
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（２） 製造業 

① 法人・個人別 

≪製造業全体≫

法人個人 回答数 割合

法人（10百万円未満） 17 39.5%

法人（10百万円～30百万円未満） 5 11.6%

法人（30百万円以上） 11 25.6%

個人 10 23.3%

合計 43 100.0%  
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法人、個人別を見ると、法人が 76.7％、個人が 23.3％となっている。 

また、法人では、資本金 10 百万円未満が 39.5％、10 百万円～30 百万円の 11.6％、30 百万

円以上が 25.6％となっている。 

個人と 10 百万円未満の小規模事業者が 62.8％となっており、他の業種と比べ小規模事業者

の割合が低くなっている。 

一方、法人においては、30 百万円以上の割合が高くなっている。 
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② 代表者の年齢 

≪製造業全体≫

代表者年齢 回答数 割合

60歳未満 27 62.8%

60歳～69歳 10 23.3%

70歳以上 6 14.0%

合計 43 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

代表者年齢 回答数 割合 代表者年齢 回答数 割合

60歳未満 22 66.7% 60歳未満 5 50.0%

60歳～69歳 7 21.2% 60歳～69歳 3 30.0%

70歳以上 4 12.1% 70歳以上 2 20.0%

合計 33 100.0% 合計 10 100.0%
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上記が製造業全体、及び法人、個人別の代表者の年齢を示している。 

製造業全体としては、「60 歳未満」と回答した割合が「62.8％」と最も多く、次いで「60

歳から 69 歳未満」23.3％、「70 歳以上」14.0％であった。 

法人では、「60 歳未満」と回答した割合が 66.7％と最も多く、次いで「60 歳～69 歳」21.2％、

「70 歳以上」12.1％となっている。 

一方、個人は、「60 歳未満」と回答した割合が 50.0％と最も多く、次いで「60 歳から 69

歳」30.0％、「70 歳以上」20.0％となっている。 

以上を見ると、「個人」が「法人」に比べ、「60 歳から 69 歳」「70 歳以上」の割合が高くな

っており、後継者に対する潜在的な課題を抱えている。 
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③ 売上高 

≪製造業全体≫

売上高 回答数 割合

増加 9 20.9%

不変 17 39.5%

減少 17 39.5%

合計 43 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

増加 9 27.3% 増加 0 0.0%

不変 12 36.4% 不変 5 50.0%

減少 12 36.4% 減少 5 50.0%

合計 33 100.0% 合計 10 100.0%
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上記が製造業全体、及び法人、個人別の売上高を示している。 

製造業全体としては、「減少」「不変」と回答した割合が「39.5％」と最も多く、次いで「増

加」20.9％となっている。 

法人では、「減少」「不変」と回答した割合が 36.4％と最も多く、次いで「増加」27.3％とな

っている。個人では、「減少」「不変」と回答した割合が 50.0％となっている。 

以上を見ると、「個人事業者」では「増加」したとの回答はなく、個人事業者が厳しい状況

と推測される。 



- 29 - 

 

④ 販売単価 

≪製造業全体≫

販売単価 回答数 割合

増加 7 18.9%

不変 23 62.2%

減少 7 18.9%

合計 37 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

増加 6 18.2% 増加 1 25.0%

不変 20 60.6% 不変 3 75.0%

減少 7 21.2% 減少 0 0.0%

合計 33 100.0% 合計 4 100.0%
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上記が製造業全体、及び法人、個人別の販売単価を示している。 

製造業全体としては、「不変」と回答した割合が「62.2％」と最も多く、次いで「減少」「増

加」が 18.9％となっている。 

法人では、「不変」と回答した割合が 60.6％と最も多く、次いで「減少」21.2％、「増加」18.2％

となっている。個人では、「不変」と回答した割合が 75.0％と最も多く、「増加」25.0％とな

っており、「減少」の回答はなかった。 

以上を見ると、販売単価の面では、個人事業者が現状をプラスで評価している。 
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⑤ 販売先 

≪製造業全体≫

販売先 回答数 割合

菊池市内 12 27.9%

熊本県内 14 32.6%

熊本県外 17 39.5%

合計 43 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

菊池市内 6 18.2% 菊池市内 6 60.0%

熊本県内 11 33.3% 熊本県内 3 30.0%

熊本県外 16 48.5% 熊本県外 1 10.0%

合計 33 100.0% 合計 10 100.0%
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上記が製造業全体、及び法人、個人別の販売先エリアを示している。 

製造業全体としては、「熊本県外」と回答した割合が「39.5％」と最も多く、次いで「熊本

県内」32.6％、「菊池市内」27.9％となっており、他の業種に比べ、「熊本県外」の割合が

高くなっている。 

法人では、「熊本県外」と回答した割合が 48.6％と最も多く、次いで「熊本県内」33.3％、

「菊池市内」18.2％となっている。個人では、「菊池市内」と回答した割合が 60.0％と最も

多く、「熊本県内」30.0％となっており、「熊本県外」10.0％となっている。 

以上を見ると、法人企業では熊本県外、熊本県内が中心であり、個人では菊池市内が中心

となっていると言える。「法人」と「個人」の販売において、明確にターゲットが異なって

いると言える。その結果、「法人」における販売単価の厳しさにも反映していると考えられ

る。 
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⑥ 仕入金額 

≪製造業全体≫

仕入高 回答数 割合

低下 5 12.2%

不変 21 51.2%

上昇 15 36.6%

合計 41 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入高 回答数 割合 仕入高 回答数 割合

低下 4 12.5% 低下 1 11.1%

不変 17 53.1% 不変 4 44.4%

上昇 11 34.4% 上昇 4 44.4%

合計 32 100.0% 合計 9 100.0%
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上記が製造業全体、及び法人、個人別の仕入金額の動向を示している。 

製造業全体としては、「不変」と回答した割合が「51.2％」と最も多く、次いで「上昇」36.6％、

「低下」12.2％となっている。 

法人では、「不変」と回答した割合が 53.1％と最も多く、次いで「上昇」34.4％、「低下」

12.5％となっている。個人では、「不変」「上昇」と回答した割合が 44.4％、「低下」11.1％

となっている。 

以上を見ると、「個人事業者」は「法人」に比べ、「不変」が少なく、「上昇」が高い割合と

なっている。したがって、「個人事業者」は「法人」に比べ、仕入金額の上昇感が強くなっ

ている。 
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⑦ 仕入単価 

≪製造業全体≫

仕入単価 回答数 割合

上昇 16 39.0%

不変 23 56.1%

下落 2 4.9%

合計 41 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入単価 回答数 割合 仕入単価 回答数 割合

上昇 12 37.5% 上昇 4 44.4%

不変 19 59.4% 不変 4 44.4%

下落 1 3.1% 下落 1 11.1%

合計 32 100.0% 合計 9 100.0%
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上記が製造業全体、及び法人、個人別の仕入単価の動向を示している。 

製造業全体としては、「不変」と回答した割合が「56.1％」と最も多く、次いで「上昇」39.0％、

「下落」4.9％であった。 

法人では、「不変」と回答した割合が 59.4％と最も多く、次いで「上昇」37.5％、「下落」

3.1％となっている。個人では、「不変」「上昇」と回答した割合が 44.4％、次いで「下落」

11.1％となっている。 

以上を見ると、「個人事業者」において仕入単価が上昇していると認識している割合が高く

なっている。前述の「個人事業者」における仕入金額の上昇は、仕入単価によるものと考え

られる。 



- 33 - 

 

⑧ 仕入先 

≪製造業全体≫

仕入先 回答数 割合

菊池市内 6 14.3%

熊本県内 21 50.0%

熊本県外 15 35.7%

合計 42 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入先 回答数 割合 仕入先 回答数 割合

菊池市内 5 15.2% 菊池市内 1 11.1%

熊本県内 13 39.4% 熊本県内 8 88.9%

熊本県外 15 45.5% 熊本県外 0 0.0%

合計 33 100.0% 合計 9 100.0%
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上記が製造業全体、及び法人、個人別の仕入先示している。 

製造業全体としては、「熊本県内」と回答した割合が「50.0％」と最も多く、次いで「熊本

県外」35.7％、「菊池市内」14.3％となっている。 

法人では、「熊本県外」と回答した割合が 45.5％と最も多く、次いで「熊本県内」39.4％、

「菊池市内」15.2％となっている。個人は、「熊本県内」と回答した割合が 88.9％と最も多

く、次いで「菊池市内」11.1％となっている。 

以上を見ると、「法人」は熊本県外からの仕入が主体であるが、「個人事業者」は菊池市内か

らの仕入が主体である等、仕入方針、仕入先は明確に異なる。 
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⑨ 損益状況（営業利益） 

≪製造業全体≫

採算（営業利益） 回答数 割合

好転 8 18.6%

不変 20 46.5%

悪化 15 34.9%

合計 43 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

採算（営業利益） 回答数 割合 採算（営業利益） 回答数 割合

好転 8 24.2% 好転 0 0.0%

不変 16 48.5% 不変 4 40.0%

悪化 9 27.3% 悪化 6 60.0%

合計 33 100.0% 合計 10 100.0%
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上記が製造業全体、及び法人、個人別の営業利益の動向を示している。 

製造業全体としては、「不変」と回答した割合が「46.5％」と最も多く、次いで「悪化」34.9％、

「好転」18.6％であった。 

法人では、「不変」と回答した割合が 48.5％と最も多く、次いで「悪化」27.3％、「好転」

24.2％となっている。一方、個人は、「悪化」と回答した割合が 60.0％と最も多く、次いで

「不変」40.0％となっており、「好転」の回答はなかった。 

以上を見ると、「個人事業者」は「法人」に比べ、「悪化」の割合が高くなっており、採算

状況は厳しくなっている。一方、「法人」は「不変」と「上昇」を合計すると 72.7％となり、

採算状況は安定していると考えられる。 
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⑩ 従業員数 

≪製造業全体≫

従業員 回答数 割合

過剰 0 0.0%

適正 31 73.8%

不足 11 26.2%

合計 42 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

従業員 回答数 割合 従業員 回答数 割合

過剰 0 0.0% 過剰 0 0.0%

適正 22 66.7% 適正 9 100.0%

不足 11 33.3% 不足 0 0.0%

合計 33 100.0% 合計 9 100.0%
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上記が製造業全体、及び法人、個人別の従業員数を示している。 

製造業全体としては、「適正」と回答した割合が「73.8％」と最も多く、次いで「不足」26.2％

であり、「過剰」の回答はなかった。 

法人では、「適正」と回答した割合が 66.6％と最も多く、次いで「不足」33.3％となってい

る。一方、個人は、「適正」と回答した割合が 100％であった。 

以上を見ると、従業員に関して「法人」「個人」ともに、ほぼ適正と判断している。 

なお、「法人」では、「不足」と回答した割合が高くなっており、法人においては一部不足感

が見られる。 
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⑪ 業況 

≪製造業全体≫

業況 回答数 割合

好転 9 20.9%

不変 23 53.5%

悪化 11 25.6%

合計 43 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

業況 回答数 割合 業況 回答数 割合

好転 8 24.2% 好転 1 10.0%

不変 18 54.5% 不変 5 50.0%

悪化 7 21.2% 悪化 4 40.0%

合計 33 100.0% 合計 10 100.0%
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上記が製造業全体、及び法人、個人別の業況を示している。 

製造業全体としては、「不変」と回答した割合が「53.5％」と最も多く、次いで「悪化」25.6％、

「好転」20.9％であった。 

法人では、「不変」と回答した割合が 54.5％と最も多く、次いで「好転」24.2％、「悪化」

21.2％となっている。 

一方、個人は、「不変」と回答した割合が 50.0％と最も多く、次いで「悪化」40.0％、「好

転」10.0％となっている。 

以上を見ると、「個人事業者」は「法人」に比べ、「悪化」の割合が高くなっており、業況

については厳しいと判断している。一方、「法人」は「個人事業者」に比べ、「好転」の割

合が高く、また「悪化」の割合が低くなっている等、個人事業者に比べ業況は明るいと判

断している。 
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⑫ 来期見通し 

≪製造業全体≫

見通し 回答数 割合

好転 11 26.2%

不変 19 45.2%

悪化 12 28.6%

合計 42 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

見通し 回答数 割合 見通し 回答数 割合

好転 10 31.3% 好転 1 10.0%

不変 14 43.8% 不変 5 50.0%

悪化 8 25.0% 悪化 4 40.0%

合計 32 100.0% 合計 10 100.0%
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上記が製造業全体、及び法人、個人別の来期の見通し示している。 

製造業全体としては、「不変」と回答した割合が「45.2％」と最も多く、次いで「悪化」28.6％、

「好転」26.2％と「悪化」「好転」が拮抗している。 

法人では、「不変」と回答した割合が 43.8％と最も多く、次いで「好転」31.3％、「悪化」

25.2％となっている。 

一方、個人は、「不変」と回答した割合が 50.0％と最も多く、次いで「悪化」40.0％、「好

転」10.0％となっている。 

以上を見ると、「個人事業者」は「法人」に比べ、「悪化」の割合が高くなっており、来期

の見通しについては厳しいと判断している。一方、「法人」は「個人事業者」に比べ、「好

転」の割合が高く、また「悪化」の割合が低くなっている等、個人に比べ見通しは明るい

と判断している。 
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（３） 卸売業 

① 法人・個人別 

≪卸売業全体≫

法人個人 回答数 割合

法人（10百万円未満） 12 52.2%

法人（10百万円～30百万円未満） 1 4.3%

法人（30百万円以上） 0 0.0%

個人 10 43.5%

合計 23 100.0%  
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法人、個人別を見ると、法人が 56.5％、個人が 43.5％となっている。 

また、法人では、資本金 10 百万円未満が 52.2％、10 百万円～30 百万円の 4.3％となってお

り、30 百万円以上については回答事業者がなかった。 

個人と 10 百万円未満の小規模事業者が 96.0％となっており、他の業種と比べ小規模事業者

の割合が高くなっており、小規模事業者の実態を表したものと考えられる。 
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② 代表者の年齢 

≪卸売業全体≫

代表者年齢 回答数 割合

60歳未満 11 47.8%

60歳～69歳 5 21.7%

70歳以上 7 30.4%

合計 23 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

代表者年齢 回答数 割合 代表者年齢 回答数 割合

60歳未満 8 61.5% 60歳未満 3 30.0%

60歳～69歳 1 7.7% 60歳～69歳 4 40.0%

70歳以上 4 30.8% 70歳以上 3 30.0%

合計 13 100.0% 合計 10 100.0%
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上記が卸売業全体、及び法人、個人別の代表者の年齢を示している。 

卸売業全体としては、「60 歳未満」と回答した割合が「47.8％」と最も多く、次いで「70

歳以上」30.4％、「60 歳から 69 歳未満」21.7％と 70 歳以上の割合が高くなっている。 

法人では、「60 歳未満」と回答した割合が 61.5％と最も多く、次いで「70 歳以上」30.8％、

「60 歳～69 歳」7.7％となっている。 

一方、個人は、「60 歳から 69 歳」と回答した割合が 40.0％と最も多く、次いで「60 歳か

ら 69 歳」「70 歳以上」30.0％となっている。 

以上を見ると、「個人事業者」「法人」ともに「70 歳以上」の割合が高くなっている。また、

「個人事業者」については、「60 歳から 69 歳」も高くなっており、後継者に対する潜在的

な課題を抱えている。 
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③ 売上高 

≪卸売業全体≫

売上高 回答数 割合

増加 6 27.3%

不変 7 31.8%

減少 9 40.9%

合計 22 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

増加 5 41.7% 増加 1 10.0%

不変 2 16.7% 不変 5 50.0%

減少 5 41.7% 減少 4 40.0%

合計 12 100.0% 合計 10 100.0%
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上記が卸売業全体、及び法人、個人別の売上高を示している。 

卸売業全体としては、「減少」と回答した割合が「40.9％」と最も多く、次いで「不変」31.8％、

「増加」27.3％となっている。 

法人では、「減少」「増加」と回答した割合が 41.7％、次いで「不変」16.7％となっている。

個人では、「不変」と回答した割合が 50.0％、次いで「減少」40.0％、「増加」10.0％とな

っている。 

以上を見ると、「法人」では、「減少」と「増加」が同じ割合でなる等、事業者間の格差が

全く異なっていることである。 

一方、「個人事業者」では「増加」したとの回答割合は少なく、法人に比べて個人事業者が

厳しい状況と推測される。 
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④ 販売単価 

≪卸売業全体≫

販売単価 回答数 割合

増加 5 22.7%

不変 10 45.5%

減少 7 31.8%

合計 22 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

増加 4 33.3% 増加 1 10.0%

不変 4 33.3% 不変 6 60.0%

減少 4 33.3% 減少 3 30.0%

合計 12 100.0% 合計 10 100.0%
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上記が卸売業全体、及び法人、個人別の販売単価を示している。 

卸売業全体としては、「不変」と回答した割合が「45.5％」と最も多く、次いで「減少」31.8％、

「増加」22.7％となっている。 

法人では、「増加」「不変」「減少」と回答した割合が各々33.3％と同じ割合となっている。

個人では、「不変」と回答した割合が 60.0％と最も多く、次いで「減少」25.0％、「増加」

10.0％となっている。 

以上を見ると、「法人」では、業界全体ではなく各事業者での判断が異なっていることが特

徴と言える。 

一方、「個人事業者」では、「不変」の割合が高くなっており、販売単価の変化については

大きな変化はないと判断している。 
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⑤ 販売先 

≪卸売全体≫

販売先 回答数 割合

菊池市内 15 65.2%

熊本県内 7 30.4%

熊本県外 1 4.3%

合計 23 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

菊池市内 8 61.5% 菊池市内 7 70.0%

熊本県内 4 30.8% 熊本県内 3 30.0%

熊本県外 1 7.7% 熊本県外 0 0.0%

合計 13 100.0% 合計 10 100.0%
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上記が卸売業全体、及び法人、個人別の販売先エリアを示している。 

卸売業全体としては、「菊池市内」と回答した割合が「66.2％」と最も多く、次いで「熊本

県内」30.4％、「熊本県外」4.3％となっており、菊池市、熊本県内等地元中心の販売が主体

である。 

法人では、「菊池市内」と回答した割合が 61.5％と最も多く、次いで「熊本県内」30.8％、

「熊本県外」7.7％となっている。個人では、「菊池市内」と回答した割合が 70.0％と最も多

く、「熊本県内」30.0％となっており、「熊本県外」と回答した事業者はなかった。 

以上を見ると、「法人企業」「個人事業者」ともに大きな変化は見られない。 
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⑥ 仕入金額 

≪卸売業全体≫

仕入高 回答数 割合

低下 7 31.8%

不変 8 36.4%

上昇 7 31.8%

合計 22 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入高 回答数 割合 仕入高 回答数 割合

低下 6 50.0% 低下 1 10.0%

不変 3 25.0% 不変 5 50.0%

上昇 3 25.0% 上昇 4 40.0%

合計 12 100.0% 合計 10 100.0%
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上記が卸売業全体、及び法人、個人別の仕入金額の動向を示している。 

卸売業全体としては、「不変」と回答した割合が「36.4％」、「上昇」「低下」と回答した割合

が 31.8％となっており、ほぼ同じ割合での回答になっている。 

法人では、「低下」と回答した割合が 50.0％と最も多く、次いで「上昇」「低下」が 25.0％

となっている。個人では、「不変」と回答した割合が 50.0％、「上昇」40.0％、「低下」10.0％

となっている。 

以上を見ると、「法人」では「減少」したと回答した割合が高いが、「個人事業者」では「上

昇」と回答した割合が高くなる等、法人と個人での判断が大きく異なっている。 
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⑦ 仕入単価 

≪卸売業全体≫

仕入単価 回答数 割合

上昇 11 47.8%

不変 9 39.1%

下落 3 13.0%

合計 23 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入単価 回答数 割合 仕入単価 回答数 割合

上昇 7 53.8% 上昇 4 40.0%

不変 3 23.1% 不変 6 60.0%

下落 3 23.1% 下落 0 0.0%

合計 13 100.0% 合計 10 100.0%
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上記が卸売業全体、及び法人、個人別の仕入単価の動向を示している。 

卸売業全体としては、「上昇」と回答した割合が「47.8％」と最も多く、次いで「不変」39.1％、

「下落」13.0％であった。 

法人では、「上昇」と回答した割合が 53.8％と最も多く、次いで「上昇」「下落」が 23.1％

となっている。個人では、「不変」と回答した割合が 60.0％、次いで「不変」40.0％となっ

ている。 

以上を見ると、「法人」において仕入単価が上昇していると認識している割合が高くなって

いる。 

一方、「法人」「個人事業者」ともに仕入単価が下落している割合は低くなっており、販売

単価と動向とは異なった判断となっている。 
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⑧ 仕入先 

≪卸売業全体≫

仕入先 回答数 割合

菊池市内 4 18.2%

熊本県内 14 63.6%

熊本県外 4 18.2%

合計 22 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入先 回答数 割合 仕入先 回答数 割合

菊池市内 1 8.3% 菊池市内 3 30.0%

熊本県内 9 75.0% 熊本県内 5 50.0%

熊本県外 2 16.7% 熊本県外 2 20.0%

合計 12 100.0% 合計 10 100.0%
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上記が卸売業全体、及び法人、個人別の仕入先示している。 

卸売業全体としては、「熊本県内」と回答した割合が「63.8％」と最も多く、次いで「熊本

県外」「菊池市内」が各々18.2％となっている。 

法人では、「熊本県内」と回答した割合が 75.0％と最も多く、次いで「熊本県外」16.7％、

「菊池市内」8.3％となっている。個人は、「熊本県内」と回答した割合が 50.0％と最も多

く、次いで「菊池市内」30.0％、「熊本県外」20.0％となっている。 

以上を見ると、「法人」「個人事業者」ともに大きな違いはなく、熊本県内、菊池市内と地域

からの仕入が中心となっている。 



- 46 - 

 

⑨ 損益状況（営業利益） 

≪卸売業全体≫

採算（営業利益） 回答数 割合

好転 5 22.7%

不変 10 45.5%

悪化 7 31.8%

合計 22 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

採算（営業利益） 回答数 割合 採算（営業利益） 回答数 割合

好転 2 16.7% 好転 3 30.0%

不変 5 41.7% 不変 5 50.0%

悪化 5 41.7% 悪化 2 20.0%

合計 12 100.0% 合計 10 100.0%
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上記が卸売業全体、及び法人、個人別の営業利益の動向を示している。 

卸売業全体としては、「不変」と回答した割合が「45.5％」と最も多く、次いで「悪化」31.8％、

「好転」22.7％であった。 

法人では、「不変」「悪化」と回答した割合が 41.7％と最も多く、次いで「好転」16.7％と

なっている。一方、個人は、「不変」と回答した割合が 50.0％と最も多く、次いで「好転」

30.0％、「悪化」20.0％であった。 

以上を見ると、「個人事業者」は「法人」に比べ、「好転」「不変」の割合が高くなっており、

採算状況はプラスと判断している。 

一方、「法人」は「個人事業者」に比べ、「悪化」の割合が高くなっており、採算状況は厳

しいと判断している。 

このように、「個人事業者」と「法人」の判断が異なっている。 
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⑩ 従業員数 

≪卸売業全体≫

従業員 回答数 割合

過剰 1 4.8%

適正 13 61.9%

不足 7 33.3%

合計 21 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

従業員 回答数 割合 従業員 回答数 割合

過剰 1 8.3% 過剰 0 0.0%

適正 6 50.0% 適正 7 77.8%

不足 5 41.7% 不足 2 22.2%

合計 12 100.0% 合計 9 100.0%
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上記が卸売業全体、及び法人、個人別の従業員数を示している。 

卸売業全体としては、「適正」と回答した割合が「61.9％」と最も多く、次いで「不足」33.3％、

「過剰」4.8％となっている。 

法人では、「適正」と回答した割合が 50.0％と最も多く、次いで「不足」41.7％、「過剰」

8.3％となっている。一方、個人は、「適正」と回答した割合が 77.8％、次いで「不足」22.2％

であり、「過剰」と回答した事業者はなかった。 

以上を見ると、従業員に関して「法人」「個人」ともに、ほぼ適正と判断している。 

なお、「法人」では、「不足」と回答した割合が高くなっており、法人においては一部不足感

が見られる。 
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⑪ 業況 

≪卸売業全体≫

業況 回答数 割合

好転 6 26.1%

不変 10 43.5%

悪化 7 30.4%

合計 23 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

業況 回答数 割合 業況 回答数 割合

好転 4 30.8% 好転 2 20.0%

不変 5 38.5% 不変 5 50.0%

悪化 4 30.8% 悪化 3 30.0%

合計 13 100.0% 合計 10 100.0%
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上記が卸売業業全体、及び法人、個人別の業況を示している。 

卸売業全体としては、「不変」と回答した割合が「43.5％」と最も多く、次いで「悪化」30.4％、

「好転」26.1％であった。 

法人では、「不変」と回答した割合が 38.5％と最も多く、次いで「好転」「悪化」30.8％と

なっている。 

一方、個人は、「不変」と回答した割合が 50.0％と最も多く、次いで「悪化」30.0％、「好

転」20.0％となっている。 

以上を見ると、「法人」は「好転」「不変」「悪化」がほぼ同数の割合であり、企業間での判

断が異なっている。 

一方、「個人事業者」では、「法人」に比べ「好転」の割合が低いことから、業況について

は厳しいと判断していると考えられる。 
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⑫ 来期見通し 

≪卸売業全体≫

見通し 回答数 割合

好転 9 39.1%

不変 8 34.8%

悪化 6 26.1%

合計 23 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

見通し 回答数 割合 見通し 回答数 割合

好転 7 53.8% 好転 2 20.0%

不変 3 23.1% 不変 5 50.0%

悪化 3 23.1% 悪化 3 30.0%

合計 13 100.0% 合計 10 100.0%
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上記が卸売業全体、及び法人、個人別の来期の見通し示している。 

卸売業全体としては、「好転」と回答した割合が「39.1％」と最も多く、次いで「不変」34.8％、

「悪化」26.1％となっている。 

法人では、「好転」と回答した割合が 53.8％と最も多く、次いで「不変」「悪化」が 23.1％

となっている。 

一方、個人は、「不変」と回答した割合が 50.0％と最も多く、次いで「悪化」30.0％、「好

転」20.0％となっている。 

以上を見ると、「個人事業者」は「法人」に比べ、「悪化」の割合が高くなっており、来期

の見通しについては厳しいと判断している。一方、「法人」は「個人事業者」に比べ、「好

転」の割合が過半を占める等高くなっており、また「悪化」の割合が低くなっている等、

来期の見通しは明るいと判断している。 
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（４） 小売業 

① 法人・個人別 

≪小売業≫

法人個人 回答数 割合

法人（10百万円未満） 30 35.3%

法人（10百万円～30百万円未満） 6 7.1%

法人（30百万円以上） 4 4.7%

個人 45 52.9%

合計 85 100.0%  
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法人、個人別を見ると、法人が 47.1％、個人が 52.9％となっている。 

また、法人では、資本金 10 百万円未満が 35.3％、10 百万円～30 百万円の 7.1％、30 百万円

以上 4.7％となっている。 

個人と 10 百万円未満の小規模事業者が 88.2％と小規模事業者の割合が高くなっており、調

査結果については小規模事業者の実態を表したものと考えられる。 
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② 代表者の年齢 

≪小売業全体≫

代表者年齢 回答数 割合

60歳未満 33 38.8%

60歳～69歳 31 36.5%

70歳以上 21 24.7%

合計 85 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

代表者年齢 回答数 割合 代表者年齢 回答数 割合

60歳未満 21 52.5% 60歳未満 12 26.7%

60歳～69歳 13 32.5% 60歳～69歳 18 40.0%

70歳以上 6 15.0% 70歳以上 15 33.3%

合計 40 100.0% 合計 45 100.0%
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上記が小売業全体、及び法人、個人別の代表者の年齢を示している。 

小売業全体としては、「60 歳未満」と回答した割合が「38.8％」と最も多く、次いで「60

歳から 69 歳未満」36.5％、「70 歳以上」24.7％と「60 歳以上」の割合が 61.2％高くなっ

ている。 

法人では、「60 歳未満」と回答した割合が 52.5％と最も多く、次いで「60 歳～69 歳」32.5％、

「70 歳以上」15.0％となっている。 

一方、個人は、「60 歳から 69 歳」と回答した割合が 40.0％と最も多く、次いで「60 歳か

ら 69 歳」33.3％、「70 歳以上」26.7％となっている。 

以上を見ると、「個人事業者」で「60 歳～69 歳」及び「70 歳以上」の割合が高くなってお

り、後継者に対する潜在的な課題を抱えている。「法人」については、60 歳未満の割合が

高くなっている。 
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③ 売上高 

≪小売業全体≫

売上高 回答数 割合

増加 16 18.8%

不変 13 15.3%

減少 56 65.9%

合計 85 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

増加 14 35.0% 増加 2 4.4%

不変 6 15.0% 不変 7 15.6%

減少 20 50.0% 減少 36 80.0%

合計 40 100.0% 合計 45 100.0%
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上記が小売業全体、及び法人、個人別の売上高を示している。 

小売業全体としては、「減少」と回答した割合が「65.9％」と最も多く、次いで「増加」18.8％、

「不変」15.3％となっている。 

法人では、「減少」と回答した割合が 50.0％、次いで「増加」35.0％、「不変」15.0％とな

っている。個人では、「減少」と回答した割合が 80.0％、次いで「不変」15.6％、「増加」

4.4％となっている。 

以上を見ると、「法人」では、「減少」と「増加」が比較的近い割合でなる等、事業者間の

格差が全く異なっていることである。 

一方、「個人事業者」では「減少」したとの回答割合が 8 割と高く、法人に比べて個人事業

者が厳しい状況と推測される。 
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④ 販売単価 

≪小売業全体≫

販売単価 回答数 割合

増加 19 22.6%

不変 20 23.8%

減少 45 53.6%

合計 84 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

増加 14 35.0% 増加 5 11.4%

不変 8 20.0% 不変 12 27.3%

減少 18 45.0% 減少 27 61.4%

合計 40 100.0% 合計 44 100.0%
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上記が小売業全体、及び法人、個人別の販売単価を示している。 

小売業全体としては、「減少」と回答した割合が「53.6％」と最も多く、次いで「不変」23.8％、

「増加」22.6％となっている。 

法人では、「減少」と回答した割合が 45.0％と最も多く、次いで「増加」35.0％、「不変」

20.0％となっている。個人では、「減少」と回答した割合が 61.4％と最も多く、次いで「不

変」27.3％、「増加」11.4％となっている。 

以上を見ると、「法人」では、「増加」と「減少」の割合が拮抗しており、業界全体ではな

く各事業者での判断が異なっていることが特徴と言える。 

一方、「個人事業者」では、「減少」の割合が高くなっており、販売単価の変化については

厳しいと判断している事業者が多いと言える。 
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⑤ 販売先 

≪小売業全体≫

販売先 回答数 割合

菊池市内 74 87.1%

熊本県内 8 9.4%

熊本県外 3 3.5%

合計 85 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

菊池市内 32 80.0% 菊池市内 42 93.3%

熊本県内 6 15.0% 熊本県内 2 4.4%

熊本県外 2 5.0% 熊本県外 1 2.2%

合計 40 100.0% 合計 45 100.0%
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上記が小売業全体、及び法人、個人別の販売先エリアを示している。 

小売業全体としては、「菊池市内」と回答した割合が「87.1％」と最も多く、次いで「熊本

県内」9.4％、「熊本県外」3.5％となっており、菊池市等地元中心の販売が主体である。 

法人では、「菊池市内」と回答した割合が 80.0％と最も多く、次いで「熊本県内」15.0％、

「熊本県外」4.4％、「熊本県外」2.2％となっている。 

以上を見ると、「法人企業」「個人事業者」ともに大きな変化はなく、地元の消費者に対する

販売が中心である。一部、ネット販売等を手掛けている事業者が「熊本県外」と回答してい

る。 
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⑥ 仕入金額 

≪小売業全体≫

仕入高 回答数 割合

低下 42 50.0%

不変 23 27.4%

上昇 19 22.6%

合計 84 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入高 回答数 割合 仕入高 回答数 割合

低下 15 38.5% 低下 27 60.0%

不変 15 38.5% 不変 8 17.8%

上昇 9 23.1% 上昇 10 22.2%

合計 39 100.0% 合計 45 100.0%
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上記が小売業全体、及び法人、個人別の仕入金額の動向を示している。 

小売業全体としては、「低下」と回答した割合が最も多く「50.0％」、次いで「不変」27.4％、

「上昇」22.6％となっている。 

法人では、「低下」「不変」と回答した割合が 38.5％、「上昇」が 22.2％、「不変」17.6％と

なっている。 

個人では、「低下」と回答した割合が 60.0％、「上昇」40.0％、「低下」10.0％となっている。 

以上を見ると、「法人」では「減少」「不変」が同じ割合であるが、「個人事業者」では「低

下」と回答した割合が高くなる等、法人と個人での判断が異なっている。 
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⑦ 仕入単価 

≪小売業全体≫

仕入単価 回答数 割合

上昇 33 40.7%

不変 31 38.3%

下落 17 21.0%

合計 81 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入単価 回答数 割合 仕入単価 回答数 割合

上昇 14 36.8% 上昇 19 44.2%

不変 16 42.1% 不変 15 34.9%

下落 8 21.1% 下落 9 20.9%

合計 38 100.0% 合計 43 100.0%

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

全体 法人 個人

40.7%
36.8%

44.2%

38.3%
42.1%

34.9%

21.0% 21.1% 20.9%

仕入単価（小売業）

増加 不変 減少

上記が小売業全体、及び法人、個人別の仕入単価の動向を示している。 

小売業全体としては、「上昇」と回答した割合が「40.7％」と最も多く、次いで「不変」38.3％、

「下落」21.0％であった。 

法人では、「不変」と回答した割合が 42.1％と最も多く、次いで「上昇」が 36.8％、「下落」

が 21.1％となっている。個人では、「上昇」と回答した割合が 44.2％と最も多く、次いで

「不変」34.9％、「下落」20.9％となっている。 

以上を見ると、「法人」「個人事業者」ともに仕入単価が上昇していると認識している割合

が高くなっている。特に、「個人事業者」で仕入単価が上昇したと判断している。 

一方、「個人事業者」では、前述のとおり「販売単価」では「減少」の割合が高くなってお

り、仕入単価の上昇を考慮すると採算面で厳しい状況と判断できる。 
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⑧ 仕入先 

≪小売業全体≫

仕入先 回答数 割合

菊池市内 15 17.9%

熊本県内 51 60.7%

熊本県外 18 21.4%

合計 84 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入先 回答数 割合 仕入先 回答数 割合

菊池市内 5 12.8% 菊池市内 10 22.2%

熊本県内 21 53.8% 熊本県内 30 66.7%

熊本県外 13 33.3% 熊本県外 5 11.1%

合計 39 100.0% 合計 45 100.0%
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上記が小売業全体、及び法人、個人別の仕入先示している。 

小売業全体としては、「熊本県内」と回答した割合が「60.7％」と最も多く、次いで「熊本

県外」21.4％、「菊池市内」17.9％となっている。 

法人では、「熊本県内」と回答した割合が 53.8％と最も多く、次いで「熊本県外」33.3％、

「菊池市内」12.8％となっている。個人は、「熊本県内」と回答した割合が 66.7％と最も多

く、次いで「菊池市内」22.2％、「熊本県外」11.1％となっている。 

以上を見ると、「法人」「個人事業者」ともに大きな違いはなく、熊本県内、菊池市内と地域

からの仕入が中心となっている。 
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⑨ 損益状況（営業利益） 

≪小売業全体≫

採算（営業利益） 回答数 割合

好転 10 11.9%

不変 24 28.6%

悪化 50 59.5%

合計 84 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

採算（営業利益） 回答数 割合 採算（営業利益） 回答数 割合

好転 8 20.5% 好転 2 4.4%

不変 14 35.9% 不変 10 22.2%

悪化 17 43.6% 悪化 33 73.3%

合計 39 100.0% 合計 45 100.0%
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上記が小売業業全体、及び法人、個人別の営業利益の動向を示している。 

小売業業全体としては、「悪化」と回答した割合が「59.5％」と最も多く、次いで「不変」

28.6％、「好転」11.9％であった。 

法人では、「悪化」したと回答した割合が 43.6％と最も多く、次いで「不変」35.9％、「好

転」20.5％となっている。一方、個人は、「悪化」と回答した割合が 73.3％と最も多く、次

いで「不変」22.2％、「好転」4.4％となっている。 

以上を見ると、「個人事業者」は「法人」に比べ、「好転」「不変」の割合が高くなっており、

採算状況はプラスと判断している。 

一方、「法人」「個人事業者」ともに「悪化」の割合が高く、採算状況は厳しいと判断して

いる。特に、「個人事業者」は、「悪化」の割合が極めて高くなっているのが、特徴である。 
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⑩ 従業員数 

≪小売業全体≫

従業員 回答数 割合

過剰 3 3.9%

適正 59 76.6%

不足 15 19.5%

合計 77 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

従業員 回答数 割合 従業員 回答数 割合

過剰 3 7.5% 過剰 0 0.0%

適正 26 65.0% 適正 33 89.2%

不足 11 27.5% 不足 4 10.8%

合計 40 100.0% 合計 37 100.0%
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上記が小売業全体、及び法人、個人別の従業員数を示している。 

小売業全体としては、「適正」と回答した割合が「76.6％」と最も多く、次いで「不足」19.5％、

「過剰」3.9％となっている。 

法人では、「適正」と回答した割合が 65.0％と最も多く、次いで「不足」27.5％、「過剰」

7.5％となっている。一方、個人は、「適正」と回答した割合が 89.2％、次いで「不足」10.8％

であり、「過剰」と回答した事業者はなかった。 

以上を見ると、従業員に関して「法人」「個人」ともに、ほぼ適正と判断している。 

なお、「法人」では、「不足」と回答した割合が高くなっており、法人においては一部不足感

が見られる。 
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⑪ 業況 

≪小売業全体≫

業況 回答数 割合

好転 13 15.3%

不変 23 27.1%

悪化 49 57.6%

合計 85 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

業況 回答数 割合 業況 回答数 割合

好転 12 30.0% 好転 1 2.2%

不変 13 32.5% 不変 10 22.2%

悪化 15 37.5% 悪化 34 75.6%

合計 40 100.0% 合計 45 100.0%
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上記が小売業全体、及び法人、個人別の業況を示している。 

小売業全体としては、「悪化」と回答した割合が「57.6％」と最も多く、次いで「不変」27.1％、

「好転」15.3％であった。 

法人では、「悪化」と回答した割合が 37.5％と最も多く、次いで「不変」32.5％、「好転」

30.0％％となっている。 

一方、個人は、「悪化」と回答した割合が 75.6％と最も多く、次いで「不変」22.2％、「好

転」2.2％となっている。 

以上を見ると、「法人」は「好転」「不変」「悪化」がほぼ同数の割合であり、企業間での判

断が異なっている。 

一方、「個人事業者」は「法人」に比べ、「悪化」と回答した割合が 2 倍となる等大きく異

なっており、「個人事業者」では、「法人」に比べ業況については厳しいと判断していると

考えられる。 
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⑫ 来期見通し 

≪小売業全体≫

見通し 回答数 割合

好転 16 18.8%

不変 27 31.8%

悪化 42 49.4%

合計 85 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

見通し 回答数 割合 見通し 回答数 割合

好転 11 27.5% 好転 5 11.1%

不変 15 37.5% 不変 12 26.7%

悪化 14 35.0% 悪化 28 62.2%

合計 40 100.0% 合計 45 100.0%
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上記が小売業全体、及び法人、個人別の来期の見通し示している。 

小売業全体としては、「悪化」と回答した割合が「49.4％」と最も多く、次いで「不変」31.8％、

「好転」18.8％となっている。 

法人では、「不変」と回答した割合が 37.5％と最も多く、次いで「悪化」35.0％、「好転」

が 27.5％となっている。 

一方、個人は、「悪化」と回答した割合が 62.2％と最も多く、次いで「不変」26.7％、「好

転」11.1％となっている。 

以上を見ると、「個人事業者」は「法人」に比べ、「悪化」の割合が高くなっており、来期

の見通しについては厳しいと判断している。一方、「法人」は「個人事業者」に比べ、「好

転」の割合が高くなっており、「悪化」の割合が低くなっている等、「個人事業者」に比べ

来期の見通しは明るいと判断している等、「個人事業者」と「法人」の見通しは大きく異な

っている。 
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（５） 宿泊・サービス業 

① 法人・個人別 

≪宿泊・サービス業≫

法人個人 回答数 割合

法人（10百万円未満） 8 19.0%

法人（10百万円～30百万円未満） 2 4.8%

法人（30百万円以上） 5 11.9%

個人 27 64.3%

合計 42 100.0%  
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法人、個人別を見ると、法人が 35.7％、個人が 64.3％となっている。 

また、法人では、資本金 10 百万円未満が 19.0％、10 百万円～30 百万円の 4.8％、30 百万円

以上 11.9％となっている。 

個人と 10 百万円未満の小規模事業者が 83.3％と小規模事業者の割合が高くなっており、調

査結果については小規模事業者の実態を表したものと考えられる。 
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② 代表者の年齢 

代表者年齢 回答数 割合

60歳未満 24 57.1%

60歳～69歳 15 35.7%

70歳以上 3 7.1%

合計 42 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

代表者年齢 回答数 割合 代表者年齢 回答数 割合

60歳未満 8 53.3% 60歳未満 16 59.3%

60歳～69歳 5 33.3% 60歳～69歳 10 37.0%

70歳以上 2 13.3% 70歳以上 1 3.7%

合計 15 100.0% 合計 27 100.0%

≪宿泊・サービス業全体≫
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上記が宿泊・サービス業全体、及び法人、個人別の代表者の年齢を示している。 

宿泊・サービス業全体としては、「60 歳未満」と回答した割合が「57.1％」と最も多く、次

いで「60 歳から 69 歳未満」35.7％、「70 歳以上」7.1％となっている。 

法人では、「60 歳未満」と回答した割合が 53.3％と最も多く、次いで「60 歳～69 歳」33.3％、

「70 歳以上」13.3％となっている。 

一方、個人は、「60 歳未満」と回答した割合が 59.3％と最も多く、次いで「60 歳から 69

歳」37.0％、「70 歳以上」3.7％となっている。 

以上を見ると、「個人事業者」「法人」間で大きな違いは見いだせない。なお、約 4 割の事

業者の代表者の年齢が 60 歳以上であり、潜在的に事業承継の課題を抱えていると考えられ

る。 
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③ 売上高 

売上高 回答数 割合

増加 10 24.4%

不変 13 31.7%

減少 18 43.9%

合計 41 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

増加 7 46.7% 増加 3 11.5%

不変 1 6.7% 不変 12 46.2%

減少 7 46.7% 減少 11 42.3%

合計 15 100.0% 合計 26 100.0%

≪宿泊・サービス業全体≫
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上記が宿泊・サービス業全体、及び法人、個人別の売上高を示している。 

宿泊・サービス業全体としては、「減少」と回答した割合が「43.9％」と最も多く、次いで

「不変」31.7％、「増加」24.4％となっている。 

法人では、「増加」「減少」と回答した割合が 46.7％、次いで「不変」6.7％となっている。

個人では、「不変」と回答した割合が 46.2％、次いで「減少」42.3％、「増加」11.5％とな

っている。 

以上を見ると、「法人」では、「減少」と「増加」が同じ割合である等、事業者間の格差が

全く異なっている。 

一方、「個人事業者」では「不変」「減少」との回答割合が約 9 割となっており、売上状況

としては厳しいと思われる。 
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④ 販売単価 

販売単価 回答数 割合

増加 6 14.6%

不変 26 63.4%

減少 9 22.0%

合計 41 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

増加 1 6.7% 増加 5 19.2%

不変 10 66.7% 不変 16 61.5%

減少 4 26.7% 減少 5 19.2%

合計 15 100.0% 合計 26 100.0%

≪宿泊・サービス業全体≫
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上記が宿泊・サービス業全体、及び法人、個人別の販売単価を示している。 

宿泊・サービス業全体としては、「不変」と回答した割合が「63.4％」と最も多く、次いで

「減少」22.0％、「増加」14.6％となっている。 

法人では、「不変」と回答した割合が 66.7％と最も多く、次いで「減少」26.7％、「増加」

6.7％となっている。個人では、「不変」と回答した割合が 61.5％と最も多く、次いで「増

加」「減少」が 19.2％となっている。 

以上を見ると、「法人」「個人」で大きな違いは見られないが、特に「増加」では「個人」

が「法人」に比べ高くなっており、販売単価については「法人」が厳しい判断している事

業者が多いと言える。 
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⑤ 販売先 

販売先 回答数 割合

菊池市内 32 78.0%

熊本県内 2 4.9%

熊本県外 7 17.1%

合計 41 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

菊池市内 7 50.0% 菊池市内 25 92.6%

熊本県内 2 14.3% 熊本県内 0 0.0%

熊本県外 5 35.7% 熊本県外 2 7.4%

合計 14 100.0% 合計 27 100.0%

≪宿泊・サービス業全体≫
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上記が宿泊・サービス業全体、及び法人、個人別の販売先エリアを示している。 

宿泊・サービス業全体としては、「菊池市内」と回答した割合が「78.0％」と最も多く、次

いで「熊本県外」17.1％、「熊本県内」4.9％となっている。 

法人では、「菊池市内」と回答した割合が 50.0％と最も多く、次いで「熊本県外」35.7％、

「熊本県外」14.3％となっている。個人では、「菊池市内」と回答した割合が 92.6％と最も

多く、次いで「熊本県外」7.4％となっており、「熊本県内」と回答した事業者はなかった。 

以上を見ると、「法人企業」においては、「菊池市内」と「熊本県外」が中心となっているが、

熊本県外をあげた事業者は宿泊業等が予測される。「個人事業者」については、大半が「菊

池市内」をターゲットとしていることになる。 
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⑥ 仕入金額 

仕入高 回答数 割合

低下 4 10.5%

不変 13 34.2%

上昇 21 55.3%

合計 38 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入高 回答数 割合 仕入高 回答数 割合

低下 1 7.1% 低下 3 12.5%

不変 6 42.9% 不変 7 29.2%

上昇 7 50.0% 上昇 14 58.3%

合計 14 100.0% 合計 24 100.0%

≪宿泊・サービス業全体≫
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上記が宿泊・サービス業全体、及び法人、個人別の仕入金額の動向を示している。 

宿泊・サービス業全体としては、「上昇」と回答した割合が最も多く「55.3％」、次いで「不

変」34.2％、「上昇」10.5％となっている。 

法人では、「上昇」と回答した割合が 50.0％と最も多く、次いで「不変」42.9％、「減少」

7.1％となっている。 

個人では、「上昇」と回答した割合が 58.3％、「不変」29.2％、「減少」12.5％となっている。 

以上を見ると、「法人」「個人」で大きな変化は見られないが、仕入金額としては上昇してい

ると判断している事業者が多くなっている。 
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⑦ 仕入単価 

仕入単価 回答数 割合

上昇 21 60.0%

不変 13 37.1%

下落 1 2.9%

合計 35 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入単価 回答数 割合 仕入単価 回答数 割合

上昇 7 58.3% 上昇 14 60.9%

不変 5 41.7% 不変 8 34.8%

下落 0 0.0% 下落 1 4.3%

合計 12 100.0% 合計 23 100.0%

≪宿泊・サービス業全体≫
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上記が宿泊・サービス業全体、及び法人、個人別の仕入単価の動向を示している。 

宿泊・サービス業全体としては、「上昇」と回答した割合が「60.0％」と最も多く、次いで

「不変」37.1％、「下落」2.9％であった。 

法人では、「上昇」と回答した割合が 58.3％と最も多く、次いで「不変」41.7％であり、「下

落」と回答した事業者はなかった。個人では、「上昇」と回答した割合が 60.9％と最も多く、

次いで「不変」34.8％、「下落」4.3％となっている。 

以上を見ると、「法人」「個人事業者」ともに仕入単価が上昇していると認識している割合が

高くなっている。 
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⑧ 仕入先 

仕入先 回答数 割合

菊池市内 23 54.8%

熊本県内 18 42.9%

熊本県外 1 2.4%

合計 42 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入先 回答数 割合 仕入先 回答数 割合

菊池市内 5 33.3% 菊池市内 18 66.7%

熊本県内 10 66.7% 熊本県内 8 29.6%

熊本県外 0 0.0% 熊本県外 1 3.7%

合計 15 100.0% 合計 27 100.0%

≪宿泊・サービス業全体≫
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上記が宿泊・サービス業全体、及び法人、個人別の仕入先示している。 

宿泊・サービス業全体としては、「菊池市内」と回答した割合が「54.8％」と最も多く、次

いで「熊本県内」42.9％、「熊本県外」2.4％となっている。 

法人では、「熊本県内」と回答した割合が 66.7％と最も多く、次いで「熊本県外」33.3％、

「菊池市内」と回答した事業者はなかった。 

個人では、「菊池市内」と回答した割合が 66.7％と最も多く、次いで「熊本県内」29.6％、

「熊本県外」3.7％となっている。 

以上を見ると、「法人」の仕入先としては熊本県内が中心であるが、個人は菊池市内が仕入

の中心となっている等、「個人事業者」と「法人」は異なった動きとなっている。 
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⑨ 損益状況（営業利益） 

採算（営業利益） 回答数 割合

好転 5 12.2%

不変 16 39.0%

悪化 20 48.8%

合計 41 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

採算（営業利益） 回答数 割合 採算（営業利益） 回答数 割合

好転 4 26.7% 好転 1 3.8%

不変 3 20.0% 不変 13 50.0%

悪化 8 53.3% 悪化 12 46.2%

合計 15 100.0% 合計 26 100.0%

≪宿泊・サービス業全体≫
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上記が宿泊・サービス業全体、及び法人、個人別の営業利益の動向を示している。 

宿泊・サービス業業全体としては、「悪化」と回答した割合が「48.8％」と最も多く、次い

で「不変」39.0％、「好転」12.2％であった。 

法人では、「悪化」したと回答した割合が 53.8％と最も多く、次いで「好転」26.7％、「不

変」20.0％となっている。一方、個人は、「不変」と回答した割合が 50.0％と最も多く、次

いで「悪化」46.2％、「上昇」3.8％となっている。 

以上を見ると、「個人事業者」は「法人」に比べ、「不変」「好転」の割合が低くなっている。 

一方、「法人」「個人事業者」ともに「悪化」の割合が高く、採算状況は厳しいと判断してい

る。 
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⑩ 従業員数 

従業員 回答数 割合

過剰 1 2.4%

適正 27 64.3%

不足 14 33.3%

合計 42 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

従業員 回答数 割合 従業員 回答数 割合

過剰 0 0.0% 過剰 1 3.7%

適正 5 33.3% 適正 22 81.5%

不足 10 66.7% 不足 4 14.8%

合計 15 100.0% 合計 27 100.0%

≪宿泊・サービス業全体≫
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上記が宿泊・サービス業全体、及び法人、個人別の従業員数を示している。 

宿泊・サービス業全体としては、「適正」と回答した割合が「64.3％」と最も多く、次いで

「不足」33.3％、「過剰」2.4％となっている。 

法人では、「不足」と回答した割合が 66.7％と最も多く、次いで「適正」33.3％、「過剰」と

回答した事業者はなかった。一方個人は、「適正」と回答した割合が 81.5％、次いで「不足」

14.8％、「過剰」3.7％であった。 

以上を見ると、従業員に関して「法人」では不足感が強く、「個人」では適正と判断してい

る等、「法人」「個人」間では大きなかい離が生じている。 
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⑪ 業況 

業況 回答数 割合

好転 4 10.0%

不変 19 47.5%

悪化 17 42.5%

合計 40 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

業況 回答数 割合 業況 回答数 割合

好転 3 21.4% 好転 1 3.8%

不変 5 35.7% 不変 14 53.8%

悪化 6 42.9% 悪化 11 42.3%

合計 14 100.0% 合計 26 100.0%

≪宿泊・サービス業全体≫

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

全体 法人 個人

10.0%

21.4%

3.8%

47.5%

35.7%

53.8%

42.5% 42.9% 42.3%

業況（宿泊・サービス業）

好転 不変 悪化

上記が宿泊・サービス業全体、及び法人、個人別の業況を示している。 

宿泊・サービス業全体としては、「不変」と回答した割合が「47.5％」と最も多く、次いで

「悪化」42.5％、「好転」10.0％であった。 

法人では、「悪化」と回答した割合が 42.0％と最も多く、次いで「不変」35.7％、「好転」

21.4％％となっている。 

一方、個人は、「不変」と回答した割合が 53.8％と最も多く、次いで「悪化」42.3％、「好

転」3.8％となっている。 

以上を見ると、「法人」では「悪化」「不変」「好転」にバラツキが見られることから、企業

間での判断が異なっている。 

一方、「個人事業者」は、「悪化」「不変」で 96.1％となっており、法人に比べ業況に対する

判断は厳しくなっている。 
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⑫ 来期見通し 

見通し 回答数 割合

好転 5 12.8%

不変 22 56.4%

悪化 12 30.8%

合計 39 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

見通し 回答数 割合 見通し 回答数 割合

好転 2 13.3% 好転 3 12.5%

不変 8 53.3% 不変 14 58.3%

悪化 5 33.3% 悪化 7 29.2%

合計 15 100.0% 合計 24 100.0%

≪宿泊・サービス業全体≫
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上記が宿泊・サービス業全体、及び法人、個人別の来期の見通し示している。 

宿泊・サービス業全体としては、「不変」と回答した割合が「56.4％」と最も多く、次いで

「悪化」30.8％、「好転」12.8％となっている。 

法人では、「不変」と回答した割合が 53.3％と最も多く、次いで「悪化」33.3％、「好転」

が 13.3％となっている。 

一方、個人は、「不変」と回答した割合が 58.3％と最も多く、次いで「悪化」29.2％、「好

転」12.5％となっている。 

以上を見ると、「個人事業者」「法人」ともに大きな違いは見られない。「個人事業者」「法

人」ともに、「悪化」が「好転」を上回っており、宿泊・サービス業における来季の見通し

は厳しいと判断している。 
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（６） サービス業 

① 法人・個人別 

≪サービス業≫

法人個人 回答数 割合

法人（10百万円未満） 24 35.3%

法人（10百万円～30百万円未満） 5 7.4%

法人（30百万円以上） 4 5.9%

個人 35 51.5%

合計 68 100.0%  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

法人（10百万

円未満）

35%

法人（10百万

円～30百万円

未満）

7%

法人（30百万

円以上）

6%

個人

52%

法人個人別（サービス）

法人、個人別を見ると、法人が 48.5％、個人が 51.5％となっている。 

また、法人では、資本金 10 百万円未満が 35.3％、10 百万円～30 百万円の 7.4％、30 百万円

以上 5.9％となっている。 

個人と 10 百万円未満の小規模事業者が 86.8％と小規模事業者の割合が高くなっており、調

査結果については小規模事業者の実態を表したものと考えられる。 
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② 代表者の年齢 

≪サービス業全体≫

代表者年齢 回答数 割合

60歳未満 35 51.5%

60歳～69歳 24 35.3%

70歳以上 9 13.2%

合計 68 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

代表者年齢 回答数 割合 代表者年齢 回答数 割合

60歳未満 22 66.7% 60歳未満 3 12.0%

60歳～69歳 7 21.2% 60歳～69歳 17 68.0%

70歳以上 4 12.1% 70歳以上 5 20.0%

合計 33 100.0% 合計 25 100.0%
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上記がサービス業全体、及び法人、個人別の代表者の年齢を示している。 

サービス業全体としては、「60 歳未満」と回答した割合が「51.5％」と最も多く、次いで「60

歳から 69 歳未満」35.3％、「70 歳以上」13.2％となっている。 

法人では、「60 歳未満」と回答した割合が 66.7％と最も多く、次いで「60 歳～69 歳」21.2％、

「70 歳以上」12.1％となっている。 

一方、個人は、「60 歳から 69 歳」と回答した割合が 48.6％と最も多く、次いで「60 歳未満」

37.1％、「70 歳以上」14.3％となっている。 

以上を見ると、「個人事業者」で 60 歳以上の割合が 62.9％となっており、代表者の高齢化

が進展しており、潜在的に事業承継の課題を抱えていると考えられる。 
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③ 売上高 

≪サービス業全体≫

売上高 回答数 割合

増加 14 20.9%

不変 27 40.3%

減少 26 38.8%

合計 67 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

増加 11 33.3% 増加 3 8.8%

不変 12 36.4% 不変 15 44.1%

減少 10 30.3% 減少 16 47.1%

合計 33 100.0% 合計 34 100.0%
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上記がサービス業全体、及び法人、個人別の売上高を示している。 

サービス業全体としては、「不変」と回答した割合が「40.3％」と最も多く、次いで「減少」

38.8％、「増加」20.9％となっている。 

法人では、「不変」と回答した割合が 36.4％、次いで「増加」33.3％、「減少」30.3％とな

っている。個人では、「減少」と回答した割合が 47.1％、次いで「不変」44.1％、「増加」

8.8％となっている。 

以上を見ると、「法人」では、「減少」「増加」「不変」がほぼ同じ割合である等、事業者間

の格差が全く異なっている。 

一方、「個人事業者」では「不変」「減少」との回答割合が約 9 割以上となっており、売上

状況としては厳しいと思われる。特に、「増加」については、「法人」「個人事業者」での回

答割合は大きく異なっている。 



- 77 - 

 

④ 販売単価 

≪サービス業全体≫

販売単価 回答数 割合

増加 12 17.9%

不変 39 58.2%

減少 16 23.9%

合計 67 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

増加 11 33.3% 増加 1 2.9%

不変 16 48.5% 不変 23 67.6%

減少 6 18.2% 減少 10 29.4%

合計 33 100.0% 合計 34 100.0%
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上記がサービス業全体、及び法人、個人別の販売単価を示している。 

サービス業全体としては、「不変」と回答した割合が「58.2％」と最も多く、次いで「減少」

23.9％、「増加」17.9％となっている。 

法人では、「不変」と回答した割合が 48.5％と最も多く、次いで「増加」33.3％、「減少」

18.2％となっている。個人では、「不変」と回答した割合が 67.6％と最も多く、次いで「減

少」29.4％、「増加」2.9％となっている。 

以上を見ると、「法人」については、3 割以上で「増加」していると判断している。 

一方、「個人」では、3 割が「減少」と判断しており、さらに「増加」では「個人」が「法

人」に比べ極めて少なくなっており、販売単価については「個人」が厳しい判断している

事業者が多いと言える。 
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⑤ 販売先 

販売先 回答数 割合

菊池市内 43 65.2%

熊本県内 19 28.8%

熊本県外 4 6.1%

合計 66 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

売上高 回答数 割合 売上高 回答数 割合

菊池市内 18 54.5% 菊池市内 25 75.8%

熊本県内 12 36.4% 熊本県内 7 21.2%

熊本県外 3 9.1% 熊本県外 1 3.0%

合計 33 100.0% 合計 33 100.0%

≪サービス業全体≫
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上記がサービス業全体、及び法人、個人別の販売先エリアを示している。 

サービス業全体としては、「菊池市内」と回答した割合が「65.2％」と最も多く、次いで「熊

本県内」28.8％、「熊本県外」6.1％となっている。 

法人では、「菊池市内」と回答した割合が 54.5％と最も多く、次いで「熊本県内」36.4％、

「熊本県外」9.1％となっている。個人では、「菊池市内」と回答した割合が 75.8％と最も

多く、次いで「熊本県内」21.3％、「熊本県外」3.0％となっている。 

以上を見ると、「サービス業」全体として、菊池市内をターゲットしている。しかし、「法

人企業」の約 4 割は、「熊本県内」としている。一方、「個人事業者」については、大半が

「菊池市内」をターゲットとしていることになる。 

「法人」と「個人事業者」の販売先についてが少し違いが生じている。 
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⑥ 仕入金額 

仕入高 回答数 割合

低下 7 11.1%

不変 39 61.9%

上昇 17 27.0%

合計 63 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入高 回答数 割合 仕入高 回答数 割合

低下 1 3.1% 低下 6 19.4%

不変 18 56.3% 不変 21 67.7%

上昇 13 40.6% 上昇 4 12.9%

合計 32 100.0% 合計 31 100.0%

≪サービス業全体≫
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上記がサービス業全体、及び法人、個人別の仕入金額の動向を示している。 

サービス業全体としては、「不変」と回答した割合が最も多く「61.9％」、次いで「減少」

27.0％、「上昇」11.1％となっている。 

法人では、「不変」と回答した割合が 56.3％と最も多く、次いで「減少」40.6％、「増加」

3.1％となっている。 

個人では、「不変」と回答した割合が 67.7％と最も多く、次いで「増加」10.4％、「減少」

12.9％となっている。 

以上を見ると、「法人」では、「減少」の割合が高くなっているのに対し、「個人事業者」で

は「増加」の割合が高まっており、「法人」と「個人」の事業者では仕入金額に対する判断

が異なっている。 
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⑦ 仕入単価 

仕入単価 回答数 割合

上昇 22 36.1%

不変 33 54.1%

下落 6 9.8%

合計 61 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入単価 回答数 割合 仕入単価 回答数 割合

上昇 12 37.5% 上昇 10 34.5%

不変 17 53.1% 不変 16 55.2%

下落 3 9.4% 下落 3 10.3%

合計 32 100.0% 合計 29 100.0%

≪サービス業全体≫
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上記がサービス業全体、及び法人、個人別の仕入単価の動向を示している。 

サービス業全体としては、「不変」と回答した割合が「54.1％」と最も多く、次いで「増加」

36.1％、「下落」9.8％であった。 

法人では、「不変」と回答した割合が 53.1％と最も多く、次いで「増加」37.5％であり、「下

落」9.4％であった。個人では、「不変」と回答した割合が 55.2％と最も多く、次いで「増加」

34.5％、「下落」10.3％となっている。 

以上を見ると、「法人」「個人事業者」についてほとんど違いはなく、ともに仕入単価が上昇

していると認識している割合が高くなっている。 
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⑧ 仕入先 

仕入先 回答数 割合

菊池市内 21 33.3%

熊本県内 32 50.8%

熊本県外 10 15.9%

合計 63 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

仕入先 回答数 割合 仕入先 回答数 割合

菊池市内 11 34.4% 菊池市内 10 32.3%

熊本県内 16 50.0% 熊本県内 16 51.6%

熊本県外 5 15.6% 熊本県外 5 16.1%

合計 32 100.0% 合計 31 100.0%

≪サービス業全体≫
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上記がサービス業全体、及び法人、個人別の仕入先示している。 

サービス業全体としては、「熊本県内」と回答した割合が「50.8％」と最も多く、次いで「菊

池市内」33.3％、「熊本県外」15.9％となっている。 

法人では、「熊本県内」と回答した割合が 50.0％と最も多く、次いで「菊池市内」34.4％、

「熊本県外」15.6％となっている。 

個人では、「熊本県内」と回答した割合が 51.6％と最も多く、次いで「菊池市内」32.3％、

「熊本県外」16.1％となっている。 

以上を見ると、「法人」「個人事業者」ともに仕入先としては熊本県内が中心であり、次いで

菊池市内の業者であり、地域中心の仕入形態となっている。 
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⑨ 損益状況（営業利益） 

採算（営業利益） 回答数 割合

好転 11 16.2%

不変 33 48.5%

悪化 24 35.3%

合計 68 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

採算（営業利益） 回答数 割合 採算（営業利益） 回答数 割合

好転 10 30.3% 好転 1 2.9%

不変 11 33.3% 不変 22 62.9%

悪化 12 36.4% 悪化 12 34.3%

合計 33 100.0% 合計 35 100.0%

≪サービス業全体≫
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上記がサービス業全体、及び法人、個人別の営業利益の動向を示している。 

サービス業全体としては、「不変」と回答した割合が「48.5％」と最も多く、次いで「悪化」

35.3％、「好転」16.2％であった。 

法人では、「悪化」したと回答した割合が 36.4％と最も多く、次いで「不変」33.3％、「好

転」30.3％となっている。一方、個人は、「不変」と回答した割合が 62.9％と最も多く、次

いで「悪化」34.3％、「上昇」2.9％となっている。 

以上を見ると、「法人」では、「好転」「不変」「悪化」がほほ同じ割合となっており、業界

全体としての特徴はなく、各事業者間での判断が異なっている。 

「個人事業者」は「法人」に比べ、「不変」「悪化」の割合が高くなっており、また「好転」

と判断した事業者は僅かである等、「個人事業者」は採算状況を厳しいと判断している。 
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⑩ 従業員数 

従業員 回答数 割合

過剰 3 4.7%

適正 44 68.8%

不足 17 26.6%

合計 64 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

従業員 回答数 割合 従業員 回答数 割合

過剰 2 6.3% 過剰 1 3.1%

適正 18 56.3% 適正 26 81.3%

不足 12 37.5% 不足 5 15.6%

合計 32 100.0% 合計 32 100.0%

≪サービス業全体≫
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上記がサービス業全体、及び法人、個人別の従業員数を示している。 

サービス業全体としては、「適正」と回答した割合が「68.8％」と最も多く、次いで「不足」

26.6％、「過剰」4.7％となっている。 

法人では、「適正」と回答した割合が 56.3％と最も多く、次いで「不足」37.5％、「過剰」

6.3％となっている。一方、個人は、「適正」と回答した割合が 81.3％、次いで「不足」15.6％、

「過剰」3.1％であった。 

以上を見ると、従業員に関して「法人」では不足感が強く、「個人」では適正と判断してい

る等、「法人」「個人」間では違いが生じている。 
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⑪ 業況 

業況 回答数 割合

好転 10 14.9%

不変 42 62.7%

悪化 15 22.4%

合計 67 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

業況 回答数 割合 業況 回答数 割合

好転 8 25.0% 好転 2 5.7%

不変 19 59.4% 不変 23 65.7%

悪化 5 15.6% 悪化 10 28.6%

合計 32 100.0% 合計 35 100.0%

≪サービス業全体≫
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上記が宿泊・サービス業全体、及び法人、個人別の業況を示している。 

宿泊・サービス業全体としては、「不変」と回答した割合が「47.5％」と最も多く、次いで

「悪化」42.5％、「好転」10.0％であった。 

法人では、「悪化」と回答した割合が 42.0％と最も多く、次いで「不変」35.7％、「好転」

21.4％％となっている。 

一方、個人は、「不変」と回答した割合が 53.8％と最も多く、次いで「悪化」42.3％、「好

転」3.8％となっている。 

以上を見ると、「法人」では「悪化」「不変」「好転」にバラツキが見られることから、企業

間での判断が異なっている。 

一方、「個人事業者」は、「悪化」「不変」で 96.1％となっており、法人に比べ業況に対する

判断は厳しくなっている。 
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⑫ 来期見通し 

見通し 回答数 割合

好転 13 19.7%

不変 35 53.0%

悪化 18 27.3%

合計 66 100.0%

≪法人≫ ≪個人≫

見通し 回答数 割合 見通し 回答数 割合

好転 10 30.3% 好転 3 9.1%

不変 15 45.5% 不変 20 60.6%

悪化 8 24.2% 悪化 10 30.3%

合計 33 100.0% 合計 33 100.0%

≪サービス業全体≫
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上記がサービス業全体、及び法人、個人別の来季の見通し示している。 

サービス業全体としては、「不変」と回答した割合が「53.0％」と最も多く、次いで「悪化」

27.3％、「好転」19.7％となっている。 

法人では、「不変」と回答した割合が 45.5％と最も多く、次いで「好転」30.3％、「悪化」

24.2％となっている。 

一方、個人は、「不変」と回答した割合が 60.6％と最も多く、次いで「悪化」30.3％、「好

転」9.1％となっている。 

以上を見ると、「個人事業者」「法人」ともに「不変」が大きな割合を示しており、来期の

見通しについて変化はないとの判断である。 

しかし、「法人」については、「好転」の割合が高まっている。一方、「個人事業者」につて

は「悪化」の割合が高まっており、「法人」と「個人」での判断が多少異なっている。 
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４． まとめ 

（１） 全体 

① 代表者の年齢構成を見ると、60 歳以上と回答した事業者が 48.5％と約半数を占める等、

地域の事業者は潜在的課題として事業承継の問題を抱えていると考察できる。 

② 売上高状況を見ると、「小売業」が他の業種に比べ、「悪い」と判断している事業者が極

めて多い。また、要因を見ると、販売単価の減少とともに客数の減少も大きな要因とな

っている。 

③ 仕入単価については、全ての業種で「増加割合」から「減少割合」を差し引いた DI 値は、

全ての業種でプラスになっており、販売単価が減少する中で「仕入単価」は増加してい

ると認識している事業者が多くなっている。 

④ 採算状況（営業利益）及び業容を見ると、「小売業」「宿泊・サービス業」において、「悪

化」した割合が極めて高くなっており、両業種では採算状況が厳しいと判断している事

業者が多い。 

⑤ 来季の見通しを見ると、「建設業」「小売業」での「悪化」の割合が高くなっている。一

方、「卸売業」では、「好転」する割合が「悪化」する割合を上回っており、「卸売業」に

ついては明るい見通しと判断している。 

⑥ 以上から見ると、業種では「小売業」が他の業種に比べ厳しいと判断して事業者が多い

のが特徴と言える。 

（２） 業種別 

① 建設業の特徴としては、法人企業で売上高状況は厳しく、個人事業者では安定と判断し

ている。損益状況（営業利益）においても、法人企業が個人事業者に比べ厳しいと判断

している割合が多くなっている。また、来期の見通しについても法人が厳しいと判断す

る等、法人企業と個人事業者の判断が異なっており、法人企業が厳しいと判断している

割合が高まっている。 

② 製造業の特徴としては、法人企業は熊本県外への販売が多く、個人事業者は菊池市内が

中心となる等、販売先が大きく異なっている。また、損益状況（営業利益）、業況、来期

の見通しでは、法人企業が個人事業者に比べ好転の割合が高く、建設業とは全く逆とな

っている。 

③ 卸売業の特徴としては、法人企業間で売上状況、販売単価、業況の判断が異なる等、事

業者間の格差が広がっている。一方、損益状況（営業利益）では、法人に比べ企業個人

事業者がプラスと判断している。来期の見通しについては、法人企業の半数以上が好転

と判断する等、来期は明るい見通しと判断している。 

④ 小売業の特徴としては、全体でも記載したとおり、売上高の状況は厳しいと判断してい

るが、特に個人事業者の 8 割が減少した判断する等、個人事業者で厳しい判断をしてい

る。その要因としては、販売単価の下落と判断している。また、損益状況(営業利益)、業

況、来期の見通しにおいても、個人事業者は厳しいと判断している。なお、法人企業に

おける業況、来期の見通しの判断が異なる等、事業者間の格差が広がっている。 

⑤ 宿泊・サービス業の特徴としては、法人企業における売上高の判断が増加と減少の割合

がほぼ半分と全く異なる等、他の業種と比べ企業間の格差が大きい。損益状況（営業利
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益）、業況については、法人企業に比べ個人事業者での悪化の割合が高まっている等、個

人事業者が厳しい判断をしている。また、法人企業の 66.7％が従業員が不足していると

回答する等、他の業種と比べ法人企業における従業員の不足が大きな課題となっている。 

⑥ サービス業の特徴としては、法人企業における売上高、損益状況（営業利益）の判断が

異なる等、事業者間の格差が広がっている。また、損益状況（営業利益）、業況、来期の

見通しについては、法人企業に比べ個人事業者が厳しい判断している割合が高くなって

いる。 

⑦ 以上から、法人企業間での格差の拡大、一方個人事業者においては厳しいと判断して事

業者が多くなっているのが特徴と言える。 


